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序章　問題提起と論文構成
序章　間触起と論文構成
第1飾　問題提起
1978年から始まった｢改革開放｣以降の約30年間､中国の実質国内総生産(GDP)
年平均成長率は9.7%を超えている｡その結果､ 2007年以降､中国のGDP規模(米ドル
ベース)は､ドイツを超え世界第3位に躍進した(World Bank､ 2009)｡世界金融危機以
降の2008年と2009年においても中国経済はそれぞれ9.63%と9.11%の高成長率を達成
したため､中国のGDP規模は日本の同規模に接近し､ 2010年には日本を超え世界第
2位になった｡
しかし､沿海地域を中心に急速な経済成長が続いている一方､世界第3位の広大
な面積と13億4000万の人口を有する中国には地理的条件も地域ごとで異なるが､そ
れ以外にも様々な条件が存在し､これらの地域が同じ経済発展を遂げることは考えに
くいのである｡例えば､北京､上海のように先進国とほとんど経済･生活水準の変わら
ない地域もあれば､未開発の大自然や農村が多く存在する地域もある｡すなわち､依
然として多くの貧困地域･貧困人口を抱えている｡
しばしば指摘されるように､中国は発展途上国であるとともに市場経済移行国である
という2重の意味での過渡的な状態にある｡これに加えて､多くの改革政策が漸進主
義的に実行されてきたことから､様々な分野で進んだ部分と旧来のまま残された部分
が同時に存在することになり､進んだ部分での改革の成功自体が残された部分での
問題を引き起こし､あるいはクローズアップさせるという状況が生じている｡したがって
中国が抱えている問題はそれぞれに深刻なものであり､放置しておけば､経済社会-
重大な影響を及ぼす恐れは大きいと思われる｡
中国では､すでに1950年代から､立ち後れた内陸地域の開発が重視されていた｡
中国が引き継いだ工業基盤は上海や東北部など沿海の一部地域に集中しており､産
業立地の不均衡是正が必要だとの認識があったこと､重工業優先発展が目標とされる
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中で資源が多く分布する内陸部-の投資が経済合理をもっと考えられたためである｡
さらに､ ｢三線建設｣と呼ばれる軍事関連産業の内陸移転が､ 1960年代から1970年代
半ばまで国家予算の過半をつぎ込んでいた(加藤､ 2003)｡
改革開放が始まった1980年代に入ると､一転して地域不均衡発展が追求された｡
経済発展の条件に恵まれた沿海部に資源を集中して優先的に発展させることが目標
とされ､政府は貿易や直接投資にかかわる許認可権､財政制度などでの優遇措置を
沿海地域に与えた｡沿海部が発展すれば､自ずとその成果は内陸部-と波及すると
考えられたのである｡
ところが､ 1990年代に入ると地域格差の拡大が誰の目にも明らかになり､ 1995年以
降､中国の地域開発政策は地域均衡発展-と再転換された｡ T字開発1や｢七大経済
圏｣構想が提起され､さかんに議論されたのはこの頃であるが､実際には地域を越え
た地域間協力はほとんど進展しなかった(加藤､ 2003)｡
こうした中で､相対的に伸び悩んでいる内陸部や東北地域の活性化のため､政府
は2000年から｢西部大開発｣戦略を提起し､ 2003年には｢東北振興｣がこれに加わった｡
これらの地域では､中央政府の財政資金を投入して重点的なインフラ投資や植林事
業､国有企業改革などが実施されている｡また､都市･農村間の所得格差拡大-の対
応として､農家所得の引き上げ､農民の税負担の軽減も重要な政策課題となってい
た｡
地域格差問題は経済問題であると同時に政治問題でもあり､大変注目されている｡
さらに､ 1990年代以降､少数民族が集中している内陸地域(西部･中部)と沿海地域
(東部)間の所得格差が顕著に拡大し､政治･社会の不安定化につながりかねないと
懸念されている｡
中国の経済発展および国際影響力の増大につれて､過去十数年間に､中国の地
1 T字開発とは沿海部と長江沿岸地域を成長ベルトにしようとする発展戦略｡
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域間所得格差問題に関する研究が急増している｡既存文献では､地域間格差の実態
や要因などについてさまざまな視点から考察されており､各時期の政府の地域開発戦
略による影響も分析されている｡
地域格差と地域開発の関係を分析するには､相互の原因･結果はなくてはならない｡
中国の地域格差の拡大要因で､政府の役割は主要かつ主導的ある｡西部大開発を
実施する前に､政府投資を含めた大量の投資資金がより発達した地域-投入されて
いた一方､外資の進出もあり､地域間の経済格差がもたらされた｡また､経済発展の地
域的不均衡が進行する中､中央政府と地方政府の間の財政配分システムは地方利
益によって制約されているため､その再分配機能が有効に発揮できず､地方財政の
可処分所得における地域間格差を是正することはできない(黄偲華･Deepak､ 2003)｡
その他､地方政府による地方保護主義的政策､生産要素の自由移動に対する規制
障壁(なかでも､労働力就職の自由選択に対する規制)なども挙げられる｡これらの要
素は程度が異りながらも､市場メカニズムの地域格差に対する是正作用を妨害し､経
済発展と国民所得における地域間格差を拡大の傾向に導いた｡この意味で､地域格
差の最大要因がもっぱら制度的要素であることを確実に考えられる｡
その一方､この間の国の基本方針､開発政策によって地域格差が是正できたことは
事実である｡本論文で検証するように､西部大開発戦略の実施は､ 3大地域(東部･
中部･西部)間格差の縮小に寄与していると同時に､西部(12省)内格差の拡大をもた
らしている｡前者のプラスの効果が後者のマイナスの効果によってかなり相殺されてい
る｡さらに､近年､西部各省はほとんど2桁の経済成長率を達成し続けているが､多く
の省のGDP(支出ベース)構成では､固定資産投資が6割以上も占めており､地域内消
費と純輸出の合計を大幅に超えている｡こうした政府の公共投資主導の経済成長モ
デルは明らかに持続不可能なので､それによる格差縮小効果が短期間に終わる可能
性もあると考えられる｡
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第2節　先行研究検証と本論文の日的
地域格差の分析はこれまで非常に多くの研究蓄積があり､この分野のみの研究だ
けでは新鮮味がないが､地域格差を分析するものとしてはこの分野に関する独自の解
釈を持っ必要があると考える｡
中国の研究者において､最近では黄､魂(2001)､膚(2000)､孫(1999)､魂(2000)､徐
な(1999)､菓(2000) ､張､程(2000)などが記述分析を行っているが､基本的に彼らの
論調は地域格差が拡大しているということで､地域格差の要因分析ならびに地域格差
縮小の対策について多くを述べている｡特に地域間における経済格差は中国にとっ
ては非常に敏感な問題であると考えられる｡
それの大きな理由としては中国が社会主義という形をとっているため､中国国民全
体がお互いに豊かになることを至上命題としていると考えられるが､もともと経済基礎
が異なる各地域が不平等のまま経済発展することは､地域間での階級的矛盾が生じ､
最後には国家の安定性を損ないかねないとの危機感を政府が持っていることも考えら
れる｡したがって改革開放以降､不均衡発展を容認することによって､全体の経済発
展を推し進めてきたが､ 90年代以降､再び表面化した地域格差の現状を見て､今世
紀の発展の重点を西部地域にシフトしようとしている｡結局最終的には地域間格差は
無くしたいという基本路線が｢西部大開発｣といわれる戦略実施に至ったと考えられる｡
そこでは主に(1)地域区分､ (2)対象指標､ (3)統計的検証方法および尺度の組
み合わせによりさまざまな検証結果が報告されている｡ Tsui (1991)､加藤(1995､ 1999)､
陳(1996)､岳(1998)､東郷(2000)などの研究では､いずれも変動係数､ジニ係数などと
いった記述統計に基づいて分析がなされており､そこでは対象指標や計測方法により
若干の相違が見られるが､おおむね以下の二つの特徴が指摘されている｡ (1)改革
開放以降､当初は全国的な地域格差の縮小が見られたが､ 1990年代から格差は拡大
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傾向となった｡ (2)対象地域を全国ではなく､沿海部､内陸部に分けた場合､あるいは
東部､中部､西部に分けた場合､それらの地帯間において所得格差の拡大が見られ
た｡
また､中国の地域経済格差を国際比較した研究もある｡ Bhalla(1990)は中国とイン
ドを対象として取り上げて論じた. Beresford and B. (1995)は中国とベトナム両国の地
域経済格差を検証した｡王･胡(1999)は中国と20カ国の地域経済格差について比
較研究した｡谷沢(2001)は18カ国の地域経済格差と経済発展の関係に関して国際比
較した｡加藤(2005)は中国とブラジルの地域経済格差を論じた｡
地域格差と財政の関連視点からの先行研究としては､曽(2000)は､ 1994年の分税
制改革における効率性と公平性に着目して実証分析を行い､分税制改革は､経済の
効率を向上させた反面､公平を犠牲しているとした｡
劉･焦(2002) ､陳･張(2003)は､ 1994年の分税制改革によってもたらされた地域間
財政力格差の拡大を再確認した上で､財政移転制度の改革の必要性を再確認して
いる｡また､許･李(2002)は､中西部-の財政移転制度に注目し､公平を優先する財
政移転制度および国民による監督制度の構築の必要性を提唱している｡
劉(2006)は変動係数を使って､ 1997年から2003年までの省レベルの財政力格差を
確認したところ､中央政府の財政調整は地域間一人当たり財政収入の格差是正に貢
献的であり､しかも､その調整機能も少しずっ改善されているという認識を示した｡
日本の研究者からは､内藤(1999)､南部(1997)が､財政請負制から分税制改革
にいたる移行期に注目し､中央と省政府における政府間財政関係を紹介し､分税制
改革の問題点について議論を加えた｡田島(2000)は､分税制改革後の省毎の一人
当たり財政支出を確認し､地域間歳出格差は依然として大きく､改革によって､中央
政府レベルの財政調整機能が強化されたとは言いがたいとして､分税制改革は地域
間財政力格差の是正面において､中途半端なものに留まっていると指摘している｡梶
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谷(2005)も田島(2000)と同様に､省間格差が依然として大きく､分税制改革によって
中央政府レベルの財政調整機能が強化されたとは言いがたいとする｡
1994年分税制改革が行われた当初､ wong(1997)で指摘したように､専攻補助は都
市地域の食料およびその他の消費補助に重点化されている｡しかし､ 1997年からの国
有企業改革に伴い､国有企業が生活保障機能を果たせなくなってきたために､政府
が社会保障･福祉関連分野に専攻補助を出すようになった｡こうした事態を踏まえ､黄
(2003) ､町田(2006)は｢専攻補助｣は税制改革当初の政策補助を中心するものから
社会保障補てんに移りつつあったと主張した2｡さらに､町田(2006)は2000年代初頭
における中国の財政調整機能に着目し､中央政府から地方政府に対する財政移転に
おいて､専攻補助が中心的な役割を担っていると主張し､ ｢西部大開発｣と結びつい
て財政補助が財政調整的に配分されていると述べている｡
また､徐(2010)は､ 2003年に中国政府が打ち出した｢調和の取れた社会｣という戦
略方針を背景に､ 21世紀に入ってからの中央政府主導の社会政策に焦点を絞り､調
和の取れた社会の実現に向けて行われた中央と地方政府および地方政府内部(県域
間)の政府間における財政関係の変化と特徴を考察している｡さらに､中央政府が主
導した農業税の廃止､新型農村医療保険､農村義務教育推進など､個別政策の実施
過程において､上位政府による下位政府に対する財源保障と補助のあり方について
も実証的分析を行っていた｡本研究も､徐(2010)の問題意識に刺激され､特に専攻
補助の分析については大いに参考とした｡
そこで､本論文の目的は､中国の持続的成長にとって大きなリスク要因であるとされ
ている地域格差問題を取り上げて､先行研究における地域格差の視点および現状把
握に関する問題点を克服するため､地域間格差の変動を規定する現代的要因をいく
2 1999年から専攻補助のうちの社会保障手当ての構成比は前年の2%から16%まで飛躍したのである｡黄
(2003) ､町田(2006)
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つかの実証分析の手法でより正確に把握し､新たに分析結果を兄だすことにある｡そ
れによって､地域間格差の動向をより正確に把握し､改革開放以降の財政制度改革
および近年の財政移転補助金額の増加に伴った財政調整制度によって中央政府の
地域格差縮小政策の効果はあったものの､なお多くの課題を残している実情を明らか
にする｡
更に一歩進んで､中央政府の財政調整制度のインパクトを改めて事例により確認
するため､西部大開発実施以降､急成長してきた新彊ウイグル自治区を選んだ｡経済
成長の中､新彊ウイグル自治区での地区間所得格差や財政移転に依存した地域内
財政格差の状況を県レベルデータを基に測定し､中央政府の新彊-の優遇政策が
新壇の財政力強化につながっていることを確認した｡そして､ 2010年から新彊をはじ
め試験的に実施した資源税改革の効果を確認したうえ､今後の全国地方経済発展の
ために､この資源税改革を全国に普及させることを筆者の提言としたい｡
第3飾　論文構成
以上の問題意識を踏まえた上､以下は本論文の構成について概略的にふれる｡
第Ⅰ部｢地域格差問題｣は第1章～第4章である｡
まずは第1章では､中国における地域構造を概説し､地域内区分の推移を確認す
る｡そして､地域政策の全体像を示すともに､地域間経済発展の特色を検証した｡
第2章では､改革開放以降の中国の地域格差の概況を説明し､格差の深刻さを指
摘した上で､地域格差の拡大をもたらした原因を検証し､同時に地域経済発展に関す
る従来の理論を中国の地域格差と関連させて再検討した上で､中国の地域発展戦略
に及ぼす地域経済政策の影響を述べた｡
第3章では､地域間格差の大きさと構造をより正確に把握するためには､各種の統
計学的手法(ジニ係数､変動係数､タイル尺度)に基づいて実証分析を行った｡新た
に分析結果をよれば､格差縮小-の一定の成果が見られるものの､なお多くの課題を
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残している実情が明らかになった｡
第4章では､地域間格差の中､主な原因である賃金格差について､統計指標を基
づいて､省間格差と業種間格差の両面から計測し､格差の原因は業種間格差に移り
つつある実態が明らかになり､格差の事実を確認した｡
第Ⅱ部｢財政調整制度｣は第5章～第7章である｡
第5章では､ 1993年までの財政請負制改革と1994年から現在に至る分税制改革の
推移を確認し､それらの地域格差-の影響および問題点を把握した｡これらにより､分
税制改革は､政府間財政関係の再構築と税制改革という二つの点からの調整により､
中央政府の財政力を強化するという大きな課題の解決とともに､市場経済化に則した
行財政システムの整備･構築に向けた第一歩を踏み出す改革であり､改革･開放以降
の最も大きな税財政改革であったとは言える｡しかし､分税制の実施によって､中央財
政と地方財政の関係に関する一応の枠組みは整ったものの､運用面での不備や不透
明性､省以下の制度不備､再分配機能の不完全性など､多くの問題が残されている｡
第6章では､地域格差の変化は国民所得の地域間の再分配の結果である事実を
確認するために､財政力格差および財政移転の格差を測定し､それによる財政調整
の現状の到達点と残された問題点を整理した上で､その改革推進に由来する中央か
ら地方-の財政支出の拡大から地域格差も拡大していること再確認できた｡今後この
格差を是正するには､財政制度､および関連法制度の整備などが必要であることを示
した｡
第7章では､財政調整の効果の事例として､急成長している地域である西部の｢民
族省｣ ･新彊ウイグル自治区を取り上げて考察を行う｡そこで､県レベル統計データに
基づき､新彊の地域内所得格差と財政力格差および地域内財政移転の実態を測定
した｡中国経済における新彊ウイグル自治区のGDP構成比では一次産業割合が高く､
中国東部地域と比較して農民純収入が低く､都市･農村間の所得格差も大きいことが
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明らかになった｡さらに､新彊ウイグル自治区全地域間所得格差および財政力格差の
数量的分析により地域内の経済では､一次産業-の労働力の滞留化傾向が見られる
こと､都市と農村における経済格差と地域内の経済格差が改めて確認できた｡そして､
資源大省として､資源税が新蓮の財政収入の成長戦略となっていることを評価し､こ
の資源税方式を全国に普及させることは今後の地方経済成長に貢献する可能性があ
るという政策的なインプリケーションを道出した｡
第Ⅲ部｢総括と展望｣は第8章である｡
第8章では､地域格差問題と財政調整制度を関連させた上で､以下の結論をつけ
た｡
最近の中央政府主導で東部沿海から内陸部-の産業移転を進めてきたことや中央
財政から中西部-の移転支出を大幅に増やしたことで政策効果はようやく現われ始
めたのである｡ただし､これまでの移転補助は基礎自治体たる市･県ではなく主に省レ
ベル政府向けである｡しかし､各省はそれを市や県に再交付せず自らが握る傾向を持
つため､これでは､地方財政難問題は解決されない｡今後交付対象を省レベルより
市･県レベル向けに改めるべきであると考えられる｡
または､地域の自主性を確立するために､中央政府が使途を決めて地方政府に配
分する専攻補助のうち､公共事業など投資的補助金を交付先の地方政府が自由に使
えるように予め使途を決めない一般補助とすることも検討すべきと考えられる｡
しかし､本論文ではマクロ面から中国の地域格差の実態及び財政調整を把握する
ことができたものの､データ入手の制約により､残された課題として､貧困問題､社会
保障問題や教育格など面からの分析が必要であることを認めざるを得ない｡
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第1華　中国地域政策の流れ
第1節　中国の地域構造
中国は56の民族､約13.4億の人口(2010年)､ 960万kdの国土面積を持っ巨大国家
である｡広大な国土ゆえに､中国政府は､従来から地域問題や地域開発政策を重視し
てきた｡中華人民共和国が成立して以来､過去いろいろな地域区分が定義されてきた
が､中国政府の地域開発計画では､沿海と内陸の2区分のほかに､ 1980年半ば以降､
経済成長のレベルと地理的条件の関係から､全国を東部､中部､西部の3大経済地域
に分けることが多かった｡
東部､中部､西部の地域構成は次のとおりである(図卜1)0
東部地域(11省区市) :
北京市､天津市､河北省､遼寧省､上海市､江蘇省､漸江省､福建省､山東
省､広東省､海南省
中部地域(8省区市) :
山西省､吉林省､黒龍江省､安徽省､江西省､河南省､湖北省､湖南省
西部地域(12省区市) :
内モンゴル自治区､重慶市､四川省､貴州省､雲南省､広西チワン自治区､
チベット自治区､険西省､甘粛省､青海省､寧夏回族自治区､新彊
以前は内モンゴル自治区が中部に､広西自治区が東部に属したが､ 2001年の第十
次5カ年計画から､内モンゴルが中部から西部-､広西が東部から西部-変更され
た｡
この3大地域の基本な経済的･社会的特徴は､ (表1-1)に示されている｡一人当たり
の地域総生産(GDP) ･人口都市化率･産業構造などからみた経済発展水準は､東部
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が中部と西部を大きく上回っており、少数民族が集中している西部が最も低い。一方、   
資源（石炭、天然ガスと石油）埋蔵量のほとんどは中部と西部に集中している。   
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図 ト1 中国3大地域（東部、中部、西部）構成  
山所：中国まるごと百科事典（http：／／allchina．info／deli／su＿downloader／）より作成  
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表　ト1　2008年度中国三大地域の基本的特徴
GDP (億元) ?h耳鶯?謫???h蓼鶯?人当り ?ﾙ?ﾏｲ?iﾉ??都市人口 (%) ?駮ｲ?V然ガス ???
産業 伜仂b?Y業 杯E??万トン､ 宙墮ﾓ:B?億トン､ 
(%) 窒R?(%) 宙ﾋ2??) 坦?%) 
全国 ?00,670 免ﾂ??8.6 鼎??22,698 ?3"ﾃ?"?0667 ?ヲﾃ?2?4,050 ?ﾃ#c?
東 那 冉ｸｹ?10,488 ???5.7 都2??3,029 ?ﾃc迭?4.9 ???.0 ???
天津 澱ﾃ3SB?.9 田??37.9 鉄RﾃCs2?,176 都r??.4 ???.1 
河北 ?bﾃ??12.6 鉄B??3.2 ?2ﾃ#3?6,989 鼎??9.9 ???.9 
遼寧 ?2ﾃCc"?.7 鉄R繧?4.5 #S?4,315 田??6.3 綯?.4 
上海 ?2ﾃc唐?.8 鼎R絣?3.7 都2ﾃ?B?,888 塔ゅb?.0 ???.0 
江蘇 ??3??.9 鉄R??8.1 ?津c#"?,677 鉄B??.0 ???.5 
漸江 ??Cビ?.1 鉄2纈?1.0 鼎"ﾃ#??,120 鉄r綯?.0 ???.0 
福建 ???2?0.7 鉄??39.3 ???2?,604 鼎偵?0.0 ???.1 
山東 ???"?.7 鉄r??3.4 ?2ﾃ?2?,417 鼎r綯?3.4 ???.6 
広東 ?Rﾃc澱?.5 鉄?b?2.9 ?rﾃSヲ?,544 田2紕?.0 ???.1 
海南 ?ﾃCS?30.0 ?偵?40.2 ?rﾃ?R?54 鼎ゅ?0.0 ???.0 
中 那 伜)??,939 釘紕?1.5 ?B??0,398 ?ﾃC??5.1 ???.0 ?"絣?
吉林 澱ﾃC#B?4.3 鼎r縒?8.0 ?2ﾃS??,734 鉄2??.1 ???.4 
黒龍江 唐ﾃ3??3.1 鉄"絣?4.4 ?s#r?,825 鉄R紕?3.0 釘紕?.2 
安徽 唐ﾃピB?6.0 鼎b綯?7.4 ?BﾃCコ?,135 鼎?R?.1 ???.6 
江西 澱ﾃC??6.4 鉄"縒?0.9 ?Bﾃs??,400 鼎?B?.0 ???.2 
河南 ?づC??4.4 鉄b纈?8.6 ?津S??,429 ?b??.1 ???.6 
湖北 免ﾂﾃ33?15.7 鼎2繧?0.5 ?津ツ?5,711 鼎R??.5 ???.1 
湖南 免ﾂﾃ?r?8.0 鼎B??7.8 ?rﾃS#?6,380 鼎"??.0 ???.6 
西 那 ??hﾌ2?,762 免ﾂ縒?5.0 ?2??2,214 ?ﾃC??1.7 ???7.9 ?B??
広西 途ﾃ?"?0.3 鼎"紕?7.4 ?Bﾃ田b?,816 ?ゅ"?.1 ???.3 
重慶 迭ﾃ?r?l.3 鼎r縒?1.0 ?づ?R?,839 鉄??0.0 迭??.6 
四ノl ?"ﾃS??8.9 鼎b??4.8 ?Rﾃ3s?8,138 ?r紕?.1 ?偵2?.5 
貴井 ?ﾃ332? .4 鼎"??1.3 唐ﾃ?B?,793 偵?0.0 ???.6 
雲南 迭ﾃs??7.9 鼎2??9.1 ?"ﾃSビ?,543 ?2??.0 ???.4 
チヘヾツト ?澱?5.3 ?偵"?5.5 ?2ﾃツ?287 ?"綯?.0 ???.0 
陳西 澱ﾃゴ?ll.0 鉄b??2.9 ?づ#Cb?,762 鼎"??.2 ?ゅ"?.5 
甘粛 ?ﾃ?b?4.6 鼎b??9.1 ?"ﾃ??2,628 ?"??.6 ???.9 
青海 涛c"?l.0 鉄R??4.0 ?rﾃ3ヲ?54 鼎??1.6 釘絣?.6 
寧夏 ?ﾃ??10.9 鉄"纈?6.2 ?rﾃン"?18 鼎R??.1 ???.8 
新彊 釘ﾃ#??6.4 鼎偵b?3.9 ?津ン2?,131 ?偵b?7.4 ?B??.5 
山所:『中国統計年鑑』(2009年版)により作成
注:石炭､天然ガスと石油の数値は､全国の埋蔵量およびその省別分布(割合)を示す｡
第2飾　中国の地域政策の推移
中国の地域発展政策とは相対的経済開発が立ち遅れた地域を民間または政府
の力で支援し､その地域の初期条件を改善するための戦略または優遇政策を目指し､
その政策はどの地域を開発の重点とし､どのような手法をもって､開発を進めるかに重
点が置かれている｡
中華人民共和国が誕生した1949年以降､中国の経済発展の過程は､ 1978年まで
の｢計画経済時期｣と1978年以降の｢改革開放時期｣の2つの時期に大きく分けること
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ができる｡ 1978年以降の｢改革開放時期｣では､中国政府は､従来の階級闘争重視路
線を大きく修正し､経済発展を基本的任務として定めている｡ ｢改革開放｣の初期に策
定された中国の国民経済と社会発展長期戦略では､ 1981年から2000年の20年間は2
段階に分けられている｡第一段階の1981-1990年の目標は､主に経済発展の基礎条
件を作ると同時に､ 1990年の実質国内総生産(GDP)を1980年時点の2倍にすることで
ある(国務院発展研究中心､ 1983)｡第二段階の1991-2000年の目標は､ 2000年の
実質GDPをさらに1990年の2倍にし､ ｢小康水準｣ (いくらかゆとりのある所得水準))に
達成することである｡そして､全国の平均所得が｢小康水準｣に達成した2000年以降､
中国政府は､ ｢全面的小康社会の建設｣という発展戦略を打ち出しており､ 2020年の
GDPを2000年時点の4倍に拡大することを新しい経済成長目標としているのと同時に､
経済成長過程に生じる環境問題および地域間や社会階層間の所得格差問題などに
対しても重視する姿勢を見せている(王､ 2003)0
改革開放が始まってからの約30年間に､中国政府は､上述した経済発展目標に向
かって､産業政策や地域政策など主な開発政策をおよそ5年ごとに調整してきた(表
1-2)｡次に､主に五力年計画3に基づいて各時期の経済発展戦略と関連政策を考察
し､ 1978年以降の中国の地域開発政策の推移を概観する｡
2-1第6次五力年計画時期
改革開放初期(1978-1980年)直後のこの時期は､ 1981年から2000年の20年間の
長期発展戦略における第一段階の最初の5年間と位置づけられ､従来以上の経済成
3政府が中期的な重点事業や経済運営のあり方を5年ごとに定める計軌第1次計画は53-57年に実施され､そ
の後は延期や中断もあった｡制度として定着したのは81-85年の第6次計画からだ｡計画経済下の細かい生
産･投資目標から､マクロ的な誘導目標-と重点は徐々に移っている｡計画づくりは国家発展改革委員会を中
心に2年ほど検討する｡開始前年の秋に､共産党の中央委員会総会が｢政府-の提案｣の形で基本方針を確認｡
1年目の3月に開く全国人民代表大会で政府提案を採択する｡
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長が求められるとともに､対外開放の環境作りと長期経済発展の基礎固めが重視され
た｡このため､中国の地域開発政策と産業政策は､大きく転換された(国務院発展研
究中心､ 1985)｡
衷ト2　中国の地域開発政策の推移
計画 倬隸｢?蛯ﾈ任務と重点尭農産業 偬I5?ｩJﾙ&闔b?
第1次 ?鉄2ﾓ?SyD?ソ連援助プロジェクトを中心とする工業建設(工業化基盤の構築) ?ﾉfｹ&闔jB?
産業,手工業,私営エ商業の公有化 ?愛8ﾔ鮎i78??
第2次 ?鉄ふ?c)D?重工業を中心として工業建設 ??JB?
各種産業の均衡発展.公有化.国有化の拡大 ?愛2?
人材の育成.科学研究の強化,国防の強化国民生活レベルの向上 
第3次 ?田bﾓ?s??国防建設(重工業)最優先 ??B?
産業重視 
第4次 ?度耳璽?sYD?国防建設(重工業)の強化 ??B?
地方工業.農業の発展 
第5次 ?都bﾓ??D?経済発展と国民生活の改善を最優先目標に ?愛2?
改革開放 
工業システムと国民経済システムの構築 
第6次 ?塔??ズD?改革開放政策の推進 ?愛2?
農村部の経済改革農業と消費財産業の振興 
対外貿易の発展,外資の利用 
人口増加の抑制 
第7次 ?塔bﾓ??D?都市部(国有企業)の経済改革 ?愛2?
エネルギー.交通.輸送関連インフラなどのボトルネック部分の発展 
科学､教育事業の強化､科学技術進歩の促進 
国民生活の改善 
第8次 ?涛??添D?さらなる改革開放.市場経済へ移行.経済成長の加速 ?愛2?
エネルギー,原材料,交通輸送部分の発展 
第9次 ?涛bﾓ#???社会主義市場経済制度の健全化.現代企業制度の確立 ?愛:B?
工業化の推進.対外貿易の拡大 ??B?
第10次 ???#?YD?効率の(生産性)の向上を重視しながら､高い経済成長を維持 ??B???ﾉYB?
産業構造の調整周際競争力の強化 
対外開放の促進､科学技術教育の発展イノベーション能力の増強､ 
人口.資源.環境問題を重視し,持続可能な発展を目指し 
国民生活レベルの向上公共サービスの完備 
第11次 ??bﾓ#???｢科学的発展観｣と｢調和とれた社会を構築する｣という戦略思想の貫徹 ?ﾉYBﾉ(iYB?ﾉfｹYB?
社会主義新農村の建設の重視 
産業構造の調整と成長方式の転換を加速し.資源節約.環境保全の重視 僞?ｩ&闔b?
サービス業の発展を加速 
自主創造革新能力を増強ハイテク産業と専門人材を重視 ?ﾉYI?78?ﾉr?
改革の深化,対外開放の拡大 
山所:全国人民代表大会政府報告および国家発展改革委員会･国務院発展研究センターのホームペ
ージの資料
注:1949-1952年と1963-1965年はそれぞれ国民経済の回復期と調整期のため､五力年計画が策定
されなかった｡
地域開発政策について､ 1950年代から1970年代後半までの長期間に､中国の基
本建設投資(資本形成を目的とする政府･国有企業による固定資産投資)は､防衛の
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面でより安全な内陸地域に集中していたが､改革開放が始まった1970年代後半以降
の国際政治環境の変化に伴って､投資効率の高い東部沿海地域の発展が優先的に
促進された｡第6次五力年計画において､ 1981-85年の地域政策については､ ｢東部
沿海地域の経済発展を加速させる;この地域における労働力､加工技術､対外輸送
条件､優遇政策を生かして､対外貿易を拡大する;内陸地域のエネルギー開発･原材
料工業の発展･交通整備を推進し､沿海地域の経済発展を支援する｣と定められてい
る｡このような｢東部優先｣政策の象徴として､中国政府は､ 1980-81年に香港･台湾
に隣接する広東省･福建省において深別など4つの経済特区を設立したのに加え､
1984年には､さらに東部沿海における14の主要都市を｢開放都市｣として指定した｡
2-2第7次五力年計画時期
1980年代半ばから､中国の経済改革は､農村部から都市部-と拡大した｡全体とし
ては計画経済体制が強く残っているが､生産･流通･雇用などさまざまな分野において
市場メカニズムが導入された｡また､この時期に､ ｢発展外向型経済｣ (労働集約産業
を中心とする輸出志向産業を発展する)という重要な経済発展戦略が打ち出され､ ｢対
外開放｣がさらに推進された｡
対外開放の推進に伴い､東部地域の優先開発政策は継続された｡第7次五カ年
(1986-90年)計画においては､ ｢1990年代までに東部沿海地域の開発を加速する｣
と明記されている(国務院発展研究中心､ 1986)｡ 1985年に､広東省の珠江デルタ､福
建省南部の度･涯州･泉州三角区､そして長江デルタが沿海開放地帯に指定された｡
続いて､ 1988年4月､広東省の海南島は中国で30番目の省に昇格されると同時に､全
島が中国5番目の経済特区に指定された｡また､同じ1988年に､中央政府は､新たに
東部の遼東半島､山東半島､および河北省の勘海沿岸などの地域を沿海開放地帯
に組み入れるとともに､従来の開放地帯の空間範囲を拡大した｡その結果､ 4つの経
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済特区を持っ広東省をはじめ､東部沿海地域の優先発展態勢が一層鮮明になった｡
また､引き続いて改革･開放を推進していく姿勢を国際社会に強くアピールするた
めに､中央政府は､ ｢上海浦東新区｣の開発を国家プロジェクトとして実施した｡
一方､中･西部の開発について､第7次五力年計画では､ ｢エネルギー･原材料工業
の建設の重点を中部地域に置く;西部地域の開発を積極的に準備する｣と述べており､
一定の配慮も見せている｡
第七次5カ年計画時期後半の投資過熱による深刻なインフレ､改革開放路線をめぐ
る政治的対立､および対外開放による民主意識の高まりを背景に､ 1989年に｢天安門
事件｣が起きた｡その影響で､ 1989-90年の実質経済成長率は､ 1987-88年の11%台
から3-4%台に急落した(国家統計局､ 2010)｡
2-3第8次五力年計画時期
｢天安門事件｣直後に策定された第8次五カ年(1991-95年)計画においては､比較
的低い年平均成長率目標(6%)が設定され､ 1980年代から推進された輸出志向型経
済戦略や東部優先の地域開発政策は強調されなかった(国務院発展研究中心､
1991)｡
しかし､ 1992年に､ ｢改革開放｣の停滞に対して危機感を持っていた郵小平氏の｢南
巡講話｣4が発表され､さらなる改革開放の重要性を力説するこの談話は内外から広く
支持された｡これをきっかけに､同年10月の第14回党大会では｢社会主義市場経済｣
という概念が採択され､翌年の1993年11月に開催された党大会において｢社会主義
市場経済体制｣ -の移行が正式に決定された(国務院発展研究中心､ 1994)｡
さらに､改革･開放の加速と地方分権につれて､内陸にある多くの長江沿岸都市や
辺境都市も開放都市に指定された｡こうした一連の戦略措置によって､ 1992年以降､
4南方視察の談話
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沿海地域を中心に､対中外国直接投資(FDI)が急速に増加し､中国は発展途上国の
なかで最大の外国直接投資受入国となった｡
2-4第9次五力年計画時期
1992年以降､中国経済は2桁の成長率をみせた反面､経済過熱が顕在化し､物価
上昇率が急上昇した｡中国政府は､ 1988年前後の深刻なインフレは｢天安門事件｣の
一因でもあったことを教訓として､この時期(1996-2000年)の前半において､経済引
き締め政策を実施した｡しかし､ 1997年にアジア金融危機が発生し､中国の対外輸出
と経済成長にもかなりのマイナスの影響を与えた｡このため､ 1998年以降､中国政府
は､景気対策として内需拡大を図り､一転して公共投資を拡大した｡
この時期の地域開発政策について､第9次五カ年(1996-2000年)計画では､ ｢地
域間の調和のある発展｣という政策目標が打ち出された(国務院発展研究中心1996)｡
この時期に､ ｢上海浦東新区｣開発など重大プロジェクトを推進するために､東部地域
-の公共投資は依然として最も多く､中西部の開発も重視されつつあった｡中央政府
は､中･西部地域に対し､優先的に資源開発･大型インフラ建設プロジェクトを推進す
るとともに､中･西部(特に貧困地域と少数民族地域) -の財政支援を拡大した｡また､
国際金融機関と国外からのODAについて､第9次五力年計画では､ ｢その60%以上を
中･西部に配分する｣と明確に定めている｡さらに､ 1997年に､西部四川省の重慶市は
内陸唯一の｢中央直轄市｣として昇格され､中国の31番目の省レベル行政区になった｡
同市は､計画中の｢西部大開発｣の拠点都市として期待されていた｡
2-5第10次五力年計画時期
1970年代後半から2000年までの間に､中国経済は9%を超える年平均成長率で成
長し､全国平均としてはほぼ｢小康社会｣に達成している｡他方､地域間の所得格差が
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拡大しつつある｡また､資源利用効率の低下､環境汚染の深刻化などの問題も顕在
化している｡
このため､ 2002年11月の第16次共産党大会および2003年3月の全国人民代表大会
において､中国政府は､ ｢全面的小康社会の建設｣という発展戦略を打ち出して､ 2020
年のGDPを2000年時点の4倍-拡大することを新しい経済成長目標としているのと同
時に､より調和のある社会の実現を目指している｡
また､より平等な所得分配とより広い分野での改善を意味する｢全面的小康社会｣を
実現するために､ 2003年以降､胡錦清を中心とする中央指導部は､ ｢人間本位(以人
為本)で､全面的で調和のとれた､持続可能な発展｣を核とした戦略思想である｢科学
的発展観｣を打ち出している(胡錦漬､ 2004)0
こうした発展観と発展戦略の下で､第10次五カ年(2001-05年)計画では､成長の
質が重視され､平均GDP年成長率を7%前後とやや控えめに設定した｡
産業政策については､情報通信産業､ハイテク産業､サービス産業など省エネ･省
資源産業の発展が重視された｡また､地域開発政策については､ ｢西部大開発を推進
する;中部地域の発展を加速する;東部地域の発展水準を高める｣と定め､従来の｢東
部地域優先｣政策が大きく修正された(国務院発展研究中心､ 2001)｡
その中に､ ｢西部大開発｣戦略は1999年にすでに打ち出されたが､この五力年計画
においては国家プロジェクトとしてさらに重視されている(王､ 2001)｡その対象地域は､
重慶､四川､貴州､雲南､チベット､険西､甘粛､青海､寧夏､新彊､内蒙古､広西の
12省レベル地域であり､ ｢西気東輸(西部地区の天然ガスを東部地域-パイプライン
輸送)｣､ ｢西電東送(西部地区の電力を東部-配送)｣､ ｢青蔵鉄道(青海省一チベット
の間の高原鉄道建設)｣ ､西部地域鉄道網･道路網の拡大､などの大型インフラ整備
プロジェクトを中心に西部地域の経済振興を図る内容となっている｡
上述した開発政策の下で､この時期の政府による重要なインフラ整備(例えば､ ｢5
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縦7横｣ (｢5つの南北線､ 7つの東西線｣を重点とする国道整備､ ｢8縦8横｣ (8つの南北
線､ 8つの東西線)を重点とする鉄道網整備など)は､地域別では主に西部･中部地域
を中心に行われた｡
2-6第11次五力年計画時期
2001年11月に中国のWTO加盟が承認された以降､新たな対中直接投資ブームが
起きており､中国はアメリカに次ぐ世界2番目の外資流入国となっている｡その結果､
中国の｢世界工場｣化が加速し､ 2001-05年の実質年平均経済成長率(9.5%)は計画
値(7%)を大幅に超え､ 2005年に中国のGDP規模は世界第4位になった(World Bank､
2007)｡しかし､中国は依然として多くの貧困人口を抱えており､所得格差問題が深刻
化している｡また､資源利用効率の低下や環境汚染問題は重視されつつあるものの､
その解決のための大きな改善策はまだ現れていない｡
このような背景の下で､中国政府は､ ｢科学的発展観｣をさらに強調し､持続可能な
発展と調和の取れた社会の構築を目指している｡ 2006年からの五カ年を対象とした
｢第11次五力年計画｣においては､このような指導部の考えと国民の声を反映し､重要
な発展戦略任務として｢マクロ経済の安定運営｣､ ｢産業構造の高度化｣､ ｢資源利用
効率の顕著な改善｣ ､ ｢社会主義新農村の建設｣ ､ ｢地域間のバランスの取れた発展の
促進｣､ ｢環境保護｣､ ｢改革の深化と開放の拡大｣､ ｢人民生活のさらなる改善｣等が挙
げられている(国務院発展研究中心､ 2006)｡
以上の諸戦略任務のなかでも､ ｢地域間のバランスの取れた発展の促進｣と｢社会
主義新農村建設｣は最も重視されている｡ ｢地域間のバランスの取れた発展の促進｣の
具体化として､第11次五力年計画においては､ ｢西部大開発を推進する;東北など古く
からの工業地域を振興する;中部地域の勃興を促進する;東部地域の先行発展を支
持する;革命老区･少数民族地域と辺境地域の発展を援助する｣と述べられている｡そ
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の中の､ ｢中部勃興｣5と｢東北振興｣6は､ ｢西部大開発｣ともに国家プロジェクトとして構
想されており､経済発展が遅れている地域の開発問題に対して中央政府がいかに重
視しているかは明らかである(本論分では､西部大開発､中部勃興と東北振興に対し
てそれぞれの分析はされていないが､今後の課題としたい)｡
上述した開発戦略の反映として､ ｢第11次五力年計画｣においては､内陸地域関連
のインフラ整備に対する重視が目立っている｡なお､ ｢第11次五力年計画｣期間中の
2008年に､世界金融危機が起きた｡世界金融危機が発生した直後の中国対外輸出
の急落と輸出加工企業の大量倒産は､海外市場に過度に依存していたこれまでの輸
出主導型の中国経済成長モデルの弱点を改めて中国政府に認識させた｡これによっ
て､内陸開発は､単なる社会安定のための政治戦略でなく､中国経済の持続発展に
必要な内需拡大戦略の重要な一環である､という認識が広がりつつあり､公共投資を
はじめとする内陸-の投資がさらに加速した｡
第3飾　中国の地域政策の特徴と地域格差
上記では地域政策を時系列に論じてきた｡それによると､中国の地域政策の特徴は
次の4点にまとめることができる｡
第1に､中国の地域政策は､経済社会の情勢と政策実践の効果に対応して変化し､
均衡政策と不均衡政策とが繰り返し出現していた｡ 1949年建国から1970年代末までは､
高度中央集権の計画システムの下で､傾斜的に遅れた内陸部-資金を投下し､また
それと同時に先進地域である沿海部から大規模な産業移転を実施した｡この地域均
衡政策は30年間続いたが､期待された内陸地域における経済発展が得られず､目標
5中部勃興:中部6省(湖北省､湖南省､安徽省､山西省､河南省､江西省)のインフラ整備､産業発展､内需振興
を中心とする計画
6東北振興:黒龍江､吉林､遼寧の3省と内モンゴル自治区東部を対象とした経済振興策である東北地区振興計
画
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とした沿海地域との格差是正も達成できなかった｡国全体の経済発展の効率性を考
慮すれば､後進地域の優先開発を実施すべきではないと言えよう｡このような教訓に
基づいて､改革･開放が始まった1980年代､中国の地域政策が大きく調整されて､経
済発展の条件に恵まれた沿海地域の優先発展を追求する地域傾斜政策が行われた｡
ところが､ 1990年代に入ると､沿海地域の経済が急速な発展を遂げた一方､沿海部と
内陸部の間に深刻な経済格差が生じ､ 1990年代半ば以降､政府の地域政策は再び
地域均衡発展-と転換した｡
しかし､第2に､究極的には､均衡政策と不均衡政策のいずれも国民経済のバラン
スのとれた発展を重視しており､均衡的地域発展を実現するための政策であった｡言
い換えれば､中国の地域政策の基本目標は一貫して､均衡のとれた地域発展および
国民経済の全体的な成長を実現することにあった｡均衡政策は､公平性の視点から
立ち遅れた地域の開発を重視し､それをもって全国の均衡発展を実現しようとするも
のであり､一方､不均衡政策を取るのは､効率重視の視点から､東部沿海地域の優先
的発展が全国の発展を帯同できると考え､全国の共同発展が実現するまでには､一
定の時間が必要であり､この間､地域不均衡が存在することはやむを得ないと認識さ
れているからである｡いわば沿海地域傾斜政策は一定の時期に限定されるものであり､
中国の長期的地域均衡発展戦略の一環として位置付けられる｡
第3に､同じ地域均衡政策といっても､まったく同じことが繰り返されたとは言えない｡
1990年代半ば以降の地域均衡政策は､地域格差を縮小することを目的とするという点
が改革･開放以前の地域均衡政策と共通しているが､市場メカニズムの重視と短期間
での格差解消を追求しないことに特徴があり､集権的な計画システムの下で地域間の
絶対均衡を追求する改革･開放以前の均衡政策と本質的に違っている｡すなわち､
1990年代半ば以降の均衡政策は､東部地域における経済発展を継続して促進しなが
ら､中西部地域の発展を図っており､いわば効率性と公平性の両立を図ろうとする政
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策である｡また､中西部地域の経済発展を促進する方策として､中央政府は従来のよ
うに財政手段を介して直接的に傾斜的投資を行うほかに､資源･エネルギー価格の調
整､地域産業配置の転換､外資および国内資本の誘致などを通じて､市場-の政策
介入によって間接的に資源配分を調整するようになった｡
第4に､中国の地域政策は､国家主導の下で国民経済と社会発展五力年計画を中
心に展開してきた｡国家主導によって､全国の範囲を対象とする大規模の開発･整備
が可能となり､公共投資の投下による大規模インフラ整備や経済成長を追求する産業
振興政策が進められてきた｡ただし､一方では､時の最高権力による計画の策定-の
影響､大雑把な地域区分､政策手段の不足など多くの問題がもたらされた｡
地域政策の中心的課題の1つは､地域不均衡の是正にある｡地域格差は､経済成
長の過程において常に存在するものであり､マイナス効果だけを持っているとは言え
ないため､一定の期間に､経済発展の効率性という視点から不均衡を容認することも
できる｡さらに地域格差は､経済成長の条件に恵まれた地域の優先発展により経済全
体の成長を促進することもありうる｡しかし一方､長期的には､経済厚生の公平性と経
済全体の安定発展という視点から地域格差を縮小することが求められる｡地域格差が
一定の程度に拡大すると､国民経済発展のバランスの失調と後進地域の国民の不満
を引き起こし､それによって経済全体の成長と社会の安定に悪影響をもたらすことにな
りかねない｡特に中国のような国土が広くて民族問題が複雑な大国においては､地域
格差による国家秩序-の影響が大きく､国全体の安定団結が従来重要視されており､
地域間の均衡のとれた経済発展は望ましいこととされる｡
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結び
本章では､中国における地域構造や地域政策の全体像を確認し､地域経済政策の
変換により地域経済発展の特色を検証した｡
中国の地域政策は､経済社会の情勢と政策実践の効果に対応して変化し､均衡政
策と不均衡政策とが繰り返し出現していた｡しかし､究極的には､均衡政策と不均衡政
策のいずれも国民経済のバランスのとれた発展を重視しており､均衡的地域発展を実
現するための政策であった｡
本章での地域政策の流れにより､地域政策の課題が本論のテーマである地域格差
の是正であることを明らかにした｡
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第2華　中国地域格差の構造
第1飾　地域格差の現状
地域格差は､地域間､都市･農村間､産業間､職種間と様々な次元で､それを見る
ことが可能である｡つまり､格差の構造を分析し､何の格差がより問題となっているのか
を明らかにする必要があると思われる｡
中国では､胡錦涛政権が発足されて以来､経済格差の是正は｢三農(農業･農村･
農民)問題｣の解決と共に最重要の政治課題として位置つけられた｡第11次五力年計
画(2006-2010年)では､政策の重点は｢三つの代表｣7､ ｢小康社会の全面的な建設｣
8から｢科学的発展観｣9､ ｢調和の取れた社会の建設｣ 10-と移った｡建議では､低所得
者の所得向上､高所得者の調節と社会保障の整備､財政移転制度の完備などが打ち
出された｡また､ ｢社会主義新農村の建設｣11もはじめて提起された｡しかし､中央政府
の様々な取り組みにもかかわらず､経済格差の拡大に歯止めがかかっていない｡
7 ｢三つの代表｣ :①中国の生産的な社会生産力の発展の要求､ ②中国の先進的文化の前進の方向､ ③中国の
最も広範な人民の根本的利益｡
8 ｢小康社会の全面的な建設｣ : 2002年から､胡錦涛政権が発足｡ 2020年のGDPを､ 2000年の4倍にし(年平均
7.2%成長) ､中進国となる戦略を打ち出し､さらに全面的な｢小康社会｣を建設することを新たに目標に掲げた｡
｢小康｣とは､いくらかゆとりがあることを指す中国語で､ここでは､衣食がなんとか間に合う状態から､さらに生活
が向上し､衣食が足りた状態に達することを指す｡沿岸部だけでなく､内陸部の経済水準を引き上げることが狙
いである｡
9 ｢科学的発展観｣ :従来の経済成長のみを追求してきた姿勢を改め､資源節約や環境保護､貧富や地域間の格
差是正などを図ることで､調和のとれた社会を目指す思想｡
10 ｢調和の取れた社会の建設｣ :富強かつ民主的で､文明的で調和のとれた現代化国家を目指して努力すること
を指している｡
ll ｢社会主義新農村の建設｣ :中国政府は今後､次の六つの面から社会主義の新農村の建設を推し進めることに
なっている①農村部の生産力整備を強化する｡ ②あらゆる方法を講じて農民の収入を向上させる｡ ③農村部の
末端の民主制度をさらに拡大する｡ ④農村部の精神文明の建設をさらに強化する｡ ⑤農村部の社会の建設の
管理をさらに強化する｡ ⑥農村部におけるさまざまな改革をさらに深化させ､農村部における基本的な経営制
度を安定､充実させ､租税･費用の改革を主な内容とする農相の総合的な改革､郷､鎮レベルの政府機構の改
革､農村部の義務教育制度の改革､郷､鎮レベルの財政管理体制の改革を推し進めることになっている｡
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1985-2008年の中国31省および3大地域(東部､中部､西部)の平均所得水準(一
人当たり名目GDPと一人当たり実質GDP)の推移は(表2-1)と(表2-2)に示されてい
る｡こうした地域間の所得水準の相対関係は､改革開放の過程で変化している｡
一人当たり名目GDPの全国平均を1とした指数で過去30年間の推移を見ると(表2-
1)､中西部の所得水準は一貫して他の地域を下回ってきたが､東部は､投資資源に
恵まれ､国有の重化学工業が多く分布していたことで､西部は市場経済の波に乗り遅
れ地盤沈下した｡ここからは､改革開放後の所得水準向上の恩恵は､沿海部の経済
圏がもっぱらこれを享受してきたことは明らかである｡
1-1都市･農村間の格差
都市･農村間格差はいまに始まったわけではなく､実際のところ1949年の新中国成
立の時代から始まっていた｡改革開放以降のこの格差は更に拡大を示した｡その要因
は様々であるが､主に､都市重視･農村軽視の政策により生じたといっても過言ではな
い｡
一つの政策要因は都市･農村間の隔離戸籍制度の導入である｡中国の人口のうち､
1978年以前は約8割､現在でも約6割が農村戸籍をもつ｡大躍進運動の際､都市-の
過剰移民の防止および都市住民の食料確保のため､政府は1958年から都市住民と
農村住民を分離して管理する戸籍制度(都市戸籍のない農村住民は都市での生活､
教育､就職､福祉などを享受できない制度)を実施した｡このため､ 1990年代末まで都
市と農村は隔離され､農村から都市-の大規模な労働移動は発生しなかった｡
しかし､ 1980年代後半から農村労働力の都市-の移動が条件付きで緩和され､一
部の都市において戸籍制度が見直されはじめた｡その結果､農村部から大量の出稼
ぎが都市部-流入し､その数は1990年代末には7000万人であったが12､ 2004年には1
12軒辞(1999) pp.185
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億2000万人､農村労働力の23.8%に達することとなった13｡
表2-1　中国地域別一人当たり地域総生産(名目GDP)の推移
地域 ?ｩ?9b??ﾘ.?闔i??{生産(GDP)水準 
(全国3 劔1省平均1 ?ﾂﾓ??忠¥H6?ｲ?
1985年 ?涛 ?1992年 ?涛YD?2000年 ??)D?2004年 ??iD?2008年 ??吋?
北京 ?縱"?.54 ?緜?2.46 ?繝2?.99 ?纉2?.71 ?紊B?075.3 
天津 ??B?.91 ?繝?1.89 ??2?.07 ???2.20 ??R?987.4 
河北 ?縱B?.80 ?繝"?.86 ?繝?0.87 ?繝?0.90 ?纉?3346.1 
遼寧 ?紊b?.48 ?紊?1.33 ???1.26 ??2?.17 ???4500.9 
上海 ?纉2?.24 ???3.45 ?經"?.43 ??2?.ー0 ?繝B?0528.9 
江蘇 ???1.15 ??R?.42 ???1.39 ?紊B?.55 ?經B?705 
漸江 ???1.17 ???1.58 ?經r?.64 ?縱2?.71 ?緜B?078.2 
福建 ?縱b?.97 ??2?.26 ???1.25 ??r?.15 ??r?337.3 
山東 ?纉?0.99 ??2?.10 ???1.10 ?｢?r?.28 ???4763.5 
広東 ??b?.36 ?紊?1.58 ?紊?1.49 ?紊?1.52 ?紊b?412.3 
海南 ?縱R?.86 ???0.98 ?繝?0.78 ?縱"?.67 ?緜r?473 
東部 ?經"?.50 ?經r?.63 ?緜b?.86 ?緜R?.63 ?經r?291.6 
山西 ?繝b?.84 ?縱R?.68 ?緜r?.69 ?縱b?.75 ?繝?2937 
古林 ?繝?0.96 ?纉?0.85 ?繝b?.84 ?繝"?.84 ?纉?3385.7 
黒龍江 ???1.ll ???1.05 ?纉r?.92 ?繝?0.87 ?繝B?128.4 
安徽 ?緜r?.65 ?經b?.59 ?經b?.56 ?經R?.54 ?經b?085.6 
江西 ?緜"?.62 ?經?0.56 ?經r?.56 ?經?0.58 ?經r?128.3 
河南 ?緜?0.60 ?經?0.64 ?緜B?.63 ?緜R?.71 ?縱b?821.1 
湖北 ?繝2?.84 ?縱?0.71 ?縱B?.72 ?縱?0.71 ?縱r?859.6 
湖南 ?緜R?.67 ?緜B?.65 ?緜B?.65 ?緜R?.64 ?緜?2522.8 
中部 ?縱?0.79 ?縱B?.72 ?縱?0.70 ?縱?0.71 ?縱B?675.3 
内蒙古 ?繝2?.81 ?縱r?.73 ?縱b?.79 ?纔??.09 ??R?638.4 
広西 ?紊?0.58 ?緜?0.64 ?經R?.54 ?經2?.55 ?經?2154.9 
重慶 ?經?0.59 ?緜?0.69 ?緜b?.68 ?緜?0.66 ?縱?2595.4 
四川 ?經?0.62 ?緜?0.59 ?經?0.57 ?經b?.57 ?緜?2214.2 
貴州 ?紊2?.44 ?紊"?.35 ??"?.32 ???0.31 ??B?270.5 
雲南 ?經?0.67 ?緜R?.60 ?經b?.52 ?經?0.48 ?紊?18ー2.4 
チヘL-ツト ?纉"?.70 ?經?0.46 ?經B?.59 ?經?0.56 ?經B?995.8 
陳西 ?緜"?.68 ?緜2?.57 ?經?0.60 ?緜?0.65 ?縱?2627.2 
甘粛 ?緜2?.60 ?經b?.45 ?紊?0.46 ?紊r?.47 ?紊r?743.7 
青海 ?繝2?.85 ?縱r?.68 ?緜?0.63 ?緜"?.63 ?緜r?503.8 
寧夏 ?縱b?.76 ?緜?0.67 ?緜2?.64 ?緜R?.64 ?緜?2576.2 
新彊 ?繝R?.94 ???0.91 ?繝b?.82 ?繝?0.81 ?縱r?864.3 
西部 ?緜r?.69 ?緜b?.61 ?經?0.60 ?緜?0.62 ?緜R?303.7 
山所:国家統計局(2010)『新中国六十年統計資料匪編』(北京:中国統計山版社)より計算
注:1米ドル-6.9451元(2008年)
13察(2006) pp.45
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衷2-2　中国の地域別一人当たり地域総生産(実質GDP)の推移
地域 壷?9h+ﾘ.?闔i??蜥дE????(全国31省平均値-1) 
1985年 ?涛??1992 ?涛YD?2000 ??)D?2004 ??iD?2008年 
北京 ?緜?2.71 ?縱?2.53 ?紊2?.36 ???2.17 ???
天津 ???2.13 ??2?.03 ???2.26 ???2.40 ?紊2?
河北 ?縱2?.75 ?縱r?.83 ?繝?0.87 ?繝b?.88 ?繝b?
遼寧 ??r?.41 ??r?.31 ??b?.26 ??r?.29 ???
上海 釘纉R?.61 釘經r?.71 釘緜?4.72 釘經R?.35 釘??
江蘇 ???1.23 ??R?.50 ?緜?1.63 ?緜?1.76 ?縱?
漸江 ???1.04 ???1.42 ?紊?1.50 ?經b?.55 ?經"?
福建 ?縱?0.78 ?繝b?.98 ??R?.02 ???1.02 ??B?
山東 ?縱b?.80 ?繝b?.98 ??B?.05 ???1.14 ??b?
広東 ?纉"?.18 ??2?.45 ???1.37 ?紊?lA4 ?紊"?
海南 ?繝r?.94 ??"?.14 ?纉?0.96 ?纉"?.89 ?繝?
東部 ?經?1.60 ?緜b?.72 ?縱2?.73 ?縱2?.72 ?緜?
山西 ?縱?0.75 ?縱?0.67 ?緜r?.68 ?縱?0.71 ?緜?
吉林 ?繝"?.89 ?繝R?.80 ?繝?0.80 ?縱?0.81 ?繝r?
黒龍さ ??B?.03 ?纉R?.83 ?繝?0.81 ?縱?0.79 ?繝?
安徽 ?緜?0.56 ?經"?.56 ?經r?.56 ?經R?.55 ?經r?
江西 ?緜?0.61 ?緜?0.55 ?經R?.54 ?經B?.54 ?經R?
河南 ?經b?.58 ?經b?.59 ?緜?0.59 ?緜?0.62 ?緜B?
湖北 ?繝"?.79 ?縱b?76 ?繝?0.79 ?縱r?.78 ?繝"?
湖南 ?經?0.56 ?經B?.51 ?經?0.53 ?經"?.51 ?經"?
中部 ?縱2?.72 ?緜?0.66 ?緜b?.66 ?緜b?.66 ?緜?
内蒙 ?縱r?.78 ?縱R?.70 ?縱B?.77 ?繝?1.03 ??R?
広西 ?紊?0.39 ?紊"?.43 尾??.39 ???0.39 ???
重慶 ?緜?0.61 ?緜2?.64 ?緜R?.66 ?緜r?.67 ?縱?
四川 ?緜?0.59 ?經2?.53 ?經R?.55 ?經B?.55 ?經b?
貴州 ?紊?0.40 ???0.33 ???0.29 ???0.28 ???
雲南 ?紊?0.54 ?經?0.49 ?紊R?.43 ?紊?0.39 ???
子へ小ツト ?繝?0.68 ?經?0.63 ?緜b?.69 ?緜r?.67 ?緜b?
陳西 ?緜"?.67 ?緜2?.58 ?緜?0.61 ?緜?0.61 ?緜R?
甘粛 ?緜B?.71 ?緜b?.61 ?緜?0.60 ?緜?0.59 ?經?
青海 ?縱r?.70 ?緜2?.55 ?經?0.52 ?經?0.50 ?經?
寧夏 ?縱r?.77 ?縱?0.60 ?經r?.56 ?經B?.53 ?經"?
新彊 ?縱b?.83 ?繝2?.75 ?緜b?.63 ?緜?0.58 ?經R?
西部 ?緜B?.64 ?緜?0.57 ?經b?.56 ?經b?.57 ?經?
出所:国家統計局(2010)『新中国六十年統計資料匪編』(北京:中国統計出版社)より計算
注:-人当たり実質地域総生産は､ 1978年価格で計算した
一方で､このような都市部-の大量の出稼ぎの流入は都市労働者との競合､社会
治安の悪化､都市失業の増加､都市部所得格差の拡大などの問題を発生させる原因
の一つとなった｡
また戸籍制度と組み合わさった教育､就職､医療､年金制度や都市民のみを対象と
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した生活物資の分配など農業戸籍者に比べあきらかに非農業戸籍者が優遇された各
種制度が作りだされた｡
都市部における1つの企業を1つの単位とし､そこに属する非農業戸籍労働者とそ
の家族は賃金のみならず食料をはじめとする生活物資の配給や住居､教育､医療な
どすべてにおいて依存していた｡
しかしながら農業戸籍者は指示された農産物を指示された量だけ生産し､低賃金
で国-供出せねばならず､尚且つ基本的に自給自足を求めた｡医療､年金等の社会
保障は受けられず老後も子女の世話にならざるを得なかった｡
戸籍制度に加え､農業･農村･農民軽視､工業･都市･都市住民重視の政策により､
中国は二重構造の経済･社会を持っ国となり､都市･農村間格差が拡大した｡ (図2
-1)によれば､農村世帯の平均純収入14と都市世帯の平均可処分所得15の差は1978
年時点で既に2.6倍に達している｡
中国には途上国で広く見られる過剰人口が存在している｡しかし､中国では過剰人
口のほとんどが制度的に農村･農業に押し留められたことはほかに例も見ないもので
ある｡過剰人口が農業･農村に滞積し続けると､農業部門の相対労働生産性､ないし
農業従業者の相対収入も必然的に低くなってしまう｡
改革開放初期､農業改革などによって農民の相対収入は上昇したものの､ 1980年
代後半以降下がり続ける傾向にあった｡もし､都市民だけが享受できる様々な実物配
給や医療保険､老後保険も考慮すると､両者間の格差が更に広がる｡第一次産業の
相対労働生産性が構造的に低いため､農民の低い収入も当然の結果だといえるかも
しれない｡しかし､低労働生産性を生み出した制度差別､すなわち､農民の都市-の
14農村世帯の平均純収入-(農村の住民の家庭の総収入一家庭経営費用支出一生産性固定資産の減価償却
一税金と費用の支出)/農村住民の家庭居住人口
15都市世帯の平均可処分所得‥労働の対価として得た給与やボーナスなどの収入から､税金や社会保障費等を
差し引いた残りの手取り収入を指す｡つまり､可処分所得とは､世帯が自由に使うことのできるお金の総額
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移住制限や都市部での就職制限という社会的不公正は､農民の低収入に重要な影
響を与えていると認識されるべきである｡
(一人当たり/元)
1 2.000
1 0,000
8.000
6,000
4,000
2,000
0
(倍数)
4.0
3.5
3.0
2.5　　■■■農村部-人当たり純収入
(元/一人当たり)
⊂::::コ都市部-人当たり可処分所得
1･5　　　　(元/一人当たり)
1.0　　　-一･･･都市部/農村部の所得格差(倍)
0.5
0.0
㌔ぜ耳ぜ耳♂♂耳ぜ♂♂♂ (午)
図2-1　中国における都市部と農村部の所得格差
出所: ｢中国統計年鑑2006年版｣より作成
都市農村間の格差は資産の所有状況にも現れている｡両者の一人当たり預金残高
を見てみると(図2-2) 1978年までの中国では､都市と農村を問わず個人貯蓄きわめて
少なかった｡それは低賃金政策がもたらした結果であるからだと思われる｡しかし､改
革開放後､分配政策の変化もあって国民の預貯金が急増している｡
一人当たり預金残高を見ると､都市民対農民の預金残高格差は60年､ 70年代に10
倍以上であった｡改革開放以降､いったん縮まった預金格差は90年代以降再び広が
り始め､ 99年に10倍強に達したことがわかる｡もし､証券､国債などの金融資産をも含
めて考えれば､両者の格差がもっと大きくなるはずである｡
国土が広くて､ある程度の格差があってもやむをえない側面はある｡しかし､巨大な
都市農村格差が一国の中に存在し続ける理由は市場の論理を超えた人為的な制度
差別にある｡
要約すると農民所得の低さと国の農村-の投資が少ないため､農村社会の発展は
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緩慢で､農村の道路建設､電力供給､上下水道整備､農地基盤整備などのインフラ
建設､教育､医療衛生､社会保障､文化娯楽､環境整備など都市と比較して全面的に
立ち遅れている｡現段階の中国では様々な格差が表面化しているが､都市と農村との
格差が最も深刻で､社会の大問題となっており､一日も早くこの格差拡大を食い止め
ることが中国の急務である｡
刑　可　PD eO　くつ　か)す　く.D tこO Lこき　刑▼千句コ　COくつ　℡･･) T7-　くこい::0　∈つ　ぐ･1 ▼ず　qつ　くに)
宗墨墨芸濃篇篇芸芸宗.宗.宗.宗旨漂漂票票票悪霊票悪霊　年
pl-　-　■lll■　■■■　-　r･ll■　■■l　-　llll-1　■■一l ll■■l plll■　-　-　-　-■　-　■lll■1 -　llllll■　ll■　■ll■　l-l■　■一■
図2-2　-人当たり預金残高の比戟
出所:厳善平(2002)pp.4より引用
1-2地域間の所得格差
都市と農村と並ぶ格差問題が､沿海部と内陸部の地域間格差である｡ 2008年末時
点で､中西部地域(14省､ 5自治区､ 1直轄市)は中国のGDPの41.6%､総人口の59.1%
のシェアを占めるが､地域の1人当たりGDPであるGRPは､内モンゴル自治区と吉林
省を除けば､いずれの省も全国平均(22､ 698)を下回っている｡また､対外開放も遅れ
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ており､貿易額はわずか10.1%のシェアにとどまっている｡中西部地域の発展は､沿
海地域に比べて相対的に遅れてしまっているのが現状となっている｡
改革開放後､市場化の進展や分配政策調整に伴い､様々な資源の東部地域-の
傾斜配分が行われた｡その結果､地域間の格差が急速に拡大している｡
(一人当たりGDP:手元)
上海市- 劔劔劔劔劔劔劔劔劔劔剪?
jt京市 劔 ?I ■ 劔劔劔劔劔劔劔劔劔鋳?
津市 劔 ?劔?8､8?ｩX停???偵几R?劔?
-≡;『 
道中省 ?漠???著uB?ﾈ広東省 建%LIJ東省葬喜チベット申貢_帽 
≡可北省 ?劔?? ? ?負 粛沓 劍???]西垂還患 劍齪?ｾh齪?ｾh4X42??｣?蔭?"ﾘ?齪??
I 凵ｿ-l1-∩ ????劔■∩ ??2??｡ ?l 剪?∩ ?.,rl宇田 ?鳴??l 礼鉗鈬? 冉?I ? 鳴??A ?
沿海部(平均: 26′374元)
図2-3　中国の地域間所得格差
内随誹(平均: 9,802元)
出所:中国国家統計局｢中国統計摘要2006｣から作成
2005年､東部地域の1人当たりGDPは西部地域の数倍から10倍近く上った(図
2-3)｡一国の中で起きた現像とはとても思えないほどである｡ただし､経済発展が進ん
だ地域ほど､そこにおける都市農村間の格差が縮小する傾向がある｡
地域間の所得格差は所得階層別の地域別分布からも確認できる(図2-4) ｡
農業部が行った農家調査の結果によれば､第-分位世帯(所得の最も低い20%の
世帯)の地域別分布は東部19%､中部45%､西部36%であるのに対して､第五分位
世帯(所得の最も高い20%の世帯)のそれはそれぞれ70%､ 20%､ 10%であった16｡
16　中央政研室･農業部農村固定観察点弁公室｢九五期間中国農民収入状況実証分析｣､
http: /www. usc.cuhk.edu.hk/webmanager/wkme
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第1分位　　　第2分位　　第3分位　　第4分位　　第5分位
図2-4　地域別所得階層別の世帯数構成
出所:厳善平(2002)､ pp.4より引用
第2飾　地域格差拡大をもたらした要因
第一に､地理的条件を含む初期条件の違いである｡交通の便がよい沿海地域と不
便な内陸地域､農業発展に適した肥沃な土地のある地域と耕すべき土地の少ない山
間部､鉱物資源が豊富な地域と貧弱な地域など､異なる初期条件を持っ二地域を比
較すると､他の条件が等しければ､前者が先に発展し､後者が立ち後れることは明白
である｡内陸地域が沿海地域に比較して立ち後れた理由は､この初期条件が大きく効
いている｡
第二に､集中･集積メカニズムの果たす役割である｡産業の地理的集中には､集中･
集積のメリットを表す｢集積力｣と､そのデメリットを表す｢分散力｣の正反二つの力が影
響を与える｡経済発展の初期段階では､製造業に収穫逓増が働くことが多いので､ ｢集
積力｣は｢分散力｣を上回り､特定地域に産業が集中する傾向がみられる｡｢改革･開
放｣政策を実施した1978年以後､広東省の珠江デルタ地域､上海を中心とした長江デ
ルタ地域が急成長を遂げた理由は､集中･集積メカニズムによってある程度説明でき
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る｡
第三に､経済自由化の進展と地域政策の展開を取り上げる｡言うまでもなく､経済
自由化は政府介入の弊害を除去し､長期的には成長率を高める役割を果たすが､異
なる階層､異なる産業部門､異なる地域間で経済自由化の恩恵が均一に及ぶとは考
えにくい｡
経済自由化は､少なくとも短期的には地域格差の拡大に結果する可能性が大きい｡
他方､経済自由化がもたらしたアンバランスを是正し､地域均衡的な発展を実現する
手段としての地域政策は､地域格差の縮小あるいは拡大防止に効果をあげると考えら
れる｡
中国の経済自由化は農村から始まった｡ 1980年代初頭､中国社会主義のシンボル
ともいえる存在であった人民公社が解体され､個別農家による経営請負制度が導入さ
れた｡この制度改革は､農民の生産意欲を引き出すことに成功し､農産物買付価格の
引き上げとあいまって､農業生産の飛躍的な増大､ひいては農家所得の急上昇をもた
らした｡農民は､自らの財産を元手に非農業領域に積極的に進出し､郷鎮企業など農
村内非農業が発展した｡また農村内部で所得機会の少ない農民は､都市部に大挙し
て出稼ぎにゆくようになった｡
また､ 1990年代半ばまでに各種商業銀行が新規に設立され､外国銀行の支店開設
が承認された｡さらに､ 1990年から91年にかけて､上海､深別にあいついで証券取引
所が設立され､資金調達の多様化-の道が開かれた｡
1992年初頭の郵小平による南方講話を契機として､中国の経済自由化はさらなる
進展を遂げた｡ 1993年には｢社会主義市場経済システムを確立するうえでの若干の問
題に関する中共中央の決定｣が承認され､中国は市場経済の目標モデルを獲得した｡
さらに､ 2001年のWTO加盟は､中国における経済自由化がさらに一歩高い水準に到
達したことを内外に示すものとなった｡ 1980年代末の一時期を例外として実現した高
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度成長は､中国が社会主義から市場経済への移行を成功裏に進めたことを示すもの
である｡
第四に､経済のグローバル化が与えた影響である｡いまの中国において､外資は地
域の発展に決定的ともいえる役割を果たしている｡前述のように｢改革･開放｣政策を実
施してから､広東省や福建省など急成長に成功した珠江デルタ経済圏は､対外貿易
や直接投資を通じて､グローバル化の恩恵を最も多く受けた地域に他ならない｡反対
に､内陸部の相対的な立ち後れは､その地域に外資が入っていかないことが原因の
一つとなっている｡
地域格差の縮小あるいは拡大防止には､相対的に立ち後れた地域の底上げが必
要不可欠である｡そのためには､初期条件の不利を改善する政府主導型インフラの建
設や国内外の民間資本をひきつける政策優遇を行い､それらの地域に集中･集積メカ
ニズムが機能する経済発展の成長拠点地域を創り出すことが重要である｡このように地
域発展の初期段階において､政府の果たすべき役割は極めて大きいといえる｡
第3節　地域経済格差の避U字仮説
域経済格差の逆U字仮説論はアメリカの経済学者J.G.Williamsonによって1965年に
打ち出された､ ｢地域間格差が発展の初期段階では拡大し､発展が成熟すると格差が
縮小する｣という理論である17｡
WilliamsonはS.クズネッツが提出した逆U字仮説18を地域経済の分析に応用し､地
域経済格差の逆U字仮説を提出した｡実は､一国内の地域間格差の変動に関する一
般均衡理論19に対する批判として登場した理論が2つある｡ 1つはミュルダールによる
17 Williamson, ).G. (1965), "Regional Inequality and Process of National Development: A Desc,iption of the
Patterns", Economic Development and Cultural Change, Vol.13, No.4.
18 Kuznets,S.(1955), "Economic g,owth andincomeinequality", Ame,ican Economic Review,45,No.1.pp.1128
19一般均衡理論:市場諸力によって各地域の生産要素価格が均等化し,国内地域間格差が縮小するというもの
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国内地域間格差拡大の理論である20｡彼は一般均衡理論による安定均衡の前提を批
判し､社会にはむしろ循環的および累積的因果関係が働いているため､経済発展に
伴って国内地域間格差は拡大するとした｡もう1つは､ハーシュマン21､ウイリアムソン
による理論である｡ハーシュマンはミュルダールの循環的および累積的因果関係を悲
観的だと批判し､発展の初期段階では国内地域間格差は拡大するが､発展が成熟
すると縮小に転じると主張した｡
ハーシュマンはミュルダールと同様に地域間には分裂効果と浸透効果という2つの
効果が存在するとしている｡分裂効果とはミュルダールのいう逆流効果とほぼ同様､地
域間格差を拡大させるような効果､ ｢若干の不利な効果｣22である｡また浸透効果もミュ
ルダールのいう波及効果と同様､地域間格差を縮小させる低所得地域に有利な効
果である｡しかし､ミュルダールが発展途上国では波及効果に比べて逆流効果が相対
的に強いため､市場諸力に任せておくと地域間格差が拡大するとしているのに対し､
○し
ハーシュマン､ウイリアムソンは高所得地域の成長によって生じる分裂効果を認めなが
らも｢北部の拡張が南部の生産物に大きく依存している限り､浸透効果がっいには分
裂効果を圧倒｣23し､拡大の傾向にあった地域間格差が縮小に転じるとしている｡
資本に関して､ハーシュマンは政府の役割という点で公共投資の地域配分につい
ては述べているが､民間投資に関する逆流効果に関しては明確に述べていない｡ウイ
リアムソンはその点を補っている｡
そして､ウイリアムソンは24カ国を対象としたクロスセクション分析､合衆国の各州を
であり､ ｢新古典派経済学｣の理論とされている｡
20 M汀dal,GHEconomic Theory and Under -developed Regions,London,Garald Duck-worth&Co.Ltd.,1957.(小原
敬士訳『経済理論と低開発地域』東洋経済新報社, 1964年,pp.8-10
21 Hi,schman,A.0. The Strategy of Economic Development, Yale University Press, 1958 (小島清監修､麻田四郎
訳『経済発展の戦略』巌松堂出版､ 1961年｡ )
22
同上書(邦訳版) pp.329
23同上書(邦訳版) pp.330
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国家とみたてたクロスセクション分析､ 10カ国に関する時系列分析によって地域間格
差の逆U字仮設を支持する結果を得て､実証分析によって明らかにした｡
彼らが提起した仮説は概ね以下のように整理される｡すなわち歴史的･地理的諸条
件あるいは何らかの歴史的偶然などによって､ある地域において他地域よりも高い経
済成長が始まる｡すると集積の外部経済性が働いて産業集積が形成される｡高成長
地域の経済成長は低成長地域-相反する2つの作用をもたらす｡
経済の発展度
すなわち①低成長地域から高成長地域-の選択的労働力移動や低成長地域から
高成長地域-の逆流的資本移動を生じたり､低成長地域の産業が高成長地域との競
争圧力によって淘汰されてしまうことなどによって､低成長地域の成長を阻害する作用
がうまれる｡逆に､ ②低成長地域製品向けの需要を創出し､低成長地域-の技術伝
播をも生みだす｡
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また高成長地域における産業集積の更なる進展はやがて集積の外部不経済性の
壁につきあたり､低成長地域-の投資拡散が生じる｡これらは低成長地域の成長を促
進する作用をもたらす｡
所得向上にともなう教育水準の向上や交通･通信設備の改善などの理由から､浸透
効果は所得水準と正比例的に増大すると考えられる｡それゆえ工業化の進展･所得水
準の向上にともなって､やがて浸透効果が分極効果を上回るようになる｡
また所得水準の上昇とともに､中央政府は政治的配慮から低成長地域-の公共投
資配分を高めると考えられる｡よって地域格差は当初増大しやがて減少する逆U字型
軌道をとる｡
中国が改革開放初期に沿海地域優先発展戦略をとった理論的背景の一つとして､
こうした逆U字的仮説の考え方があった(Fan､ 1995)｡またいわゆる｢梯子理論｣には､
沿海地域から内陸地域-の浸透効果をいかして､発展を沿海地域から内陸地域へと
段階的に波及させる考え方があった(加藤､ 2003)｡よって逆U字仮説の各論点を吟味
することによって､中国の地域発展戦略の妥当性を再検討することが可能となろう｡
または､逆U字仮説は浸透効果と分極効果という2つの相反する作用の関連から格
差動態を把握するため､中国において現実に生じている地域格差の拡大を説明しや
すいものでもある｡
グローバルリゼ-ションが進む中､発展途上国がこれまで以上に､厳しい競争にさら
されるということである｡競争にさらされても､その国内の高所得地域が相対的に有利
な競争力をもっているのであれば､そして､それを維持できるのであれば､国家のマク
ロ経済指標上の成長は達成できるであろう｡しかし､海外依存度が強いので､海外の
自国に対する評価が変わった場合､その影響を大きく受けることになる｡
1997年のアジア通貨危機はまさにその例であり､国家の運命は外国の評価にかか
っているといっても過言ではない｡特に､現在の中国は､先進国の直接投資によって
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著しい成長を遂げており､その点においてはいまだに国際的な競争力があるといえる｡
しかし､中国の経済成長によって労働賃金が上昇するに従い､相対的にその競争力
を失いつつあると見られている｡今後､このグローバリゼーションの中で､持続的に発
展していくためには､国内の内発的な成長も重要である｡
短期的には､高所得地域の成長に重点をおくことは､効率が良いといえるが､長期
的には､国内の低所得地域の経済停滞は途上国の成長に不利に働く｡つまり､海外
依存度が強い場合､競争力を失えば､資本も撤退し､商品輸出も減少することになり､
成長は停滞する｡しかし､国内の低所得地域における所得上昇は､永続的かつ安定
的な国内需要を創出する｡
ウイリアムソンは地域間格差が成長の段階で拡大したとしても成長が成熟すれば波
及効果が逆流効果を上回り､政府の政策はそれを助長するようになるので地域間格
差は縮小するとした｡
今の段階での中国において､妥当であるか判断するのは困難であると思われる｡
中国の地域間格差に関しては､その経済が発展段階であるため､発展の成熟後に
地域間格差がどのように変化していくのか､先進国と同様に逆U字型に変動するのか､
明確な判断はしかねる｡
すなわち､先進国の歴史的経験に基づいて産み出された理論を現在の中国にそ
のまま当てはめることができるのかということである｡これは多くの学者の関心事である｡
しかし､ (図2-5)で示した中国のジニ係数から見ると現在の中国では経済発展と
ともに地域格差が拡大している｡それは､この仮説は長期的関係を表すのに対して､
改革開放以降の中国経済発展の歴史はまだ浅く､データの制限もあり､完全な逆U字
型の曲線を描く条件が十分とは言えないのである｡しかし､改革開放以来､中国のク
ズネッツ曲線は上昇傾向を示し､格差が拡大し続けた｡高度経済成長期に入ると共に､
クズネッツ曲線は上昇期を超え､ピークに向かっているように見えるが､ジニ係数の推
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移からみるとまだピークには入っていないとはいえる｡そのため､ピークを向えるまでは､
不平等化は更に続くと懸念される｡
[ー■亨『『『『『■■il■』■■■■■■r工i■■■■■■■一一一一一一l 
25000 (元)
20000
1 5000
10000
5000
0
-都市部　　+農村部　　　一一人当たりGDP
図2-5　中国ジニ係数の推移
出所:『中国統計年鑑2009年版』､全国ジニ係数はRavallion and Chen[2004]
都市･農村別ジニ係数は張東生など[2006]により作成
とりわけ本論文はこれについての実証分析を十分に含むものではないので､この点
は今後の重要な課題であり､長期的な考察が必要となるであろう｡
ウイリアムソンの逆U字仮説に妥当しているとしても､中国が地域間格差の縮小-の
転換期で経験する国内地域間格差は先進国のそれに比べて大きいものになると予想
される｡したがって､地域間格差を縮小するためには､以前にも増して政府の役割とい
うのが重要なのである｡
グローバリゼーションが進む現在､政府の役割は縮小しつつあるが､地域間の経済
的な格差､歪みを是正するという点においては､今後も政府は重要な役割を担ってい
く必要がある｡そして､中国における国内の地域間格差の是正は､今後さらなる国際競
争力を強め､持続的な成長を達成するためにも克服せねばならない重要な課題なの
であろう｡
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結び
本章では､地域格差状況から地域格差の形成を経済発展の関連要因､市場化の
ための経済改革､労働市場の分割といった制度･政策的要因などに分けて分析した｡
格差の深刻さを指摘した上で､同時に地域経済発展に関する従来の理論である逆U
字仮説を中国の地域格差と連携し再検討した結果､この仮説は長期的関係を表すの
に対して､改革開放以降の中国経済発展の歴史はまだ浅く､データの制限もあり､完
全な逆U字型の曲線を措く条件が十分とは言えないのであった｡しかし､改革開放以
来､中国のクズネッツ曲線は上昇傾向を示し､格差が拡大し続けた｡高度経済成長期
に入ると共に､クズネッツ曲線は上昇期を超え､ピークに向かっているように見えるが､
ジニ係数の推移からみるとまだピークには入っていないとはいえる｡そのため､ピーク
を向えるまでは､不平等化は更に続くと懸念される｡
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第3章　地域間格差の計測
第1節　地域格差の謝定手法
1-1地域区分
中国では､過去いろいろな地域区分が定義されてきたが､ 1980年半ば以降､経済
成長のレベルと地理的条件の関係から､全国を東部､中部､西部の3大経済地域に分
けることが多い｡
東部には､沿海部の遼寧､北京､天津､河北､山東､江蘇､上海､漸江､福建､広
東､広西､海南という12の省(直轄市､自治区を含む)が含まれる｡
中部には､黒竜江､吉林､内モンゴル､山西､河南､湖北､湖南､安徴､江西という
9の省(自治区を含む)が含まれる｡
西部とは陳西､甘粛､寧夏､青海､新蓮､四川､重慶､雲南､貴州､チベットを合わ
せた10省(直轄市､自治区を含む)を指す｡
2001年の第十次5カ年計画から､内モンゴルが中部から西部-､広西が東部から西
部-変更された｡現在､西部は､ 12省で構成されるのに対し､東部は11省となり､中部
は8省となっている｡
3大地域区分は地域開発政策と深い関係を持っため､地域間格差の変化に大きな
インパクトを与えた政策的な要因を考えると､三大区分方法で分析する必要があると
思われる｡
1-2先行研究および測定手法
中国の地域格差問題に関する既存研究は､ (∋地域格差の計測､ ②格差決定要因
の分析､ ③格差拡大メカニズムの分析など様々な側面に及んでいる｡そこでは主に
(1)地域区分､ (2)対象指標､ (3)統計的検証方法および尺度の組み合わせによりさ
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まざまな検証結果が報告されている｡ Tsui (1991)､加藤(1995､ 1999)､陳(1996)､岳
(1998)､東郷(2000)などの研究では､いずれも変動係数､ジニ係数などといった記述
統計に基づいて分析がなされており､そこでは対象指標や計測方法により若干の相
違が見られるが､おおむね以下の二つの特徴が指摘されている｡ (1)改革開放以降､
当初は全国的な地域格差の縮小が見られたが､ 1990年代から格差は拡大傾向となっ
た｡ (2)対象地域を全国ではなく､沿海部､内陸部に分けた場合､あるいは東部､中
部､西部に分けた場合､それらの地帯間において所得格差の拡大が見られた｡
このうち地域格差の計測については､使用するデータ･計測の尺度･期間･地域単
位などによって結果が相違するが､ 90年代に入ると地域間格差が拡大することによっ
て､総格差が拡大する傾向にあるといった点について､総じて諸研究の見解が一致し
ている｡
本章では､中国において､ 2000年以降に実施されている｢西部大開発｣､ ｢東北振
興｣､ ｢中部勃興｣など格差是正策の効果測定と分析用に最新傾向の把握のため､
『新中国六十年統計資料』と『中国統計年鑑』などを基に､数回の訂正を受けた最新
の公表データを用い､測定を行うことにする｡まずは1985年から2008年までにおける
省レベルのGDPデータを用いて､ (各省､直轄市､自治区)間格差の動向を改めて検
証する｡分析単位として省を選定する理由は､省が中国の一級行政区であり､経済開
発の立案や実施をする際の最も基本的な行政単位であるため､省間格差が地域格差
を概観する上で有意義からである｡
(表2-1)と(表2-2)から､ ｢改革開放｣政策が実施された後の中国における地域
格差の動向はある程度読み取ることができるが､格差の大きさと構造をより正確に把握
するためには､統計学的に認められた方法に基づいて測定する必要がある｡
地域格差をはかる指標は様々あり､中でも最も多く使用されているのはジニ係数､
変動係数およびタイル尺度である｡
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先行研究では一つの指数に基づく分析が多いが､それぞれの指数で算出基準が
異なる｡例えば､ジニ係数とタイル尺度は共に各省の人口規模およびGDP規模を考
慮しているが､ジニ係数と比べタイル尺度は人口規模よりGDP規模を多く考慮している｡
また変動係数は､人口を考慮しない単純変動係数と人口を考慮した(人口でウェイト
付け)加重変動係数の2つの計算方法がある｡
本章では､ジニ係数､変動係数およびタイル尺度の3つの計測手法を使用し､地域
格差の計測を行う｡
第2飾　測定指標の概要
2-1ジニ係数
ジニ係数を算出するにあたっては､各省を1人当たりGDPの小さい順に並び替え､
横軸に人口シェア累積､縦軸にGDPシェア累積をとり､ローレンツ曲線を描く(徐建華･
魯鳳･蘇方林･戸艶､ 2005)｡ジニ係数の定義より､ローレンツ曲線と45度線で囲まれた
面積の2倍がジニ係数であるため､計算式は以下の通りである｡
＼
(3-1)
Gtはt年の省間GDPジニ係数である｡ P,･,は年のi省の人口が全国人口に占めるシ
ェアである｡ r,.,はt年のi省のGDPが全国GDPに占めるシェアである(以下では｢i省の
GDPシェア｣とする)0 SE･L Eまt年のi省までの各省のGDPシェアの累積である.そしてn,
はt年の省の数である｡
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2-2変動係数
変動係数は､一人当たりの地域総生産の標準偏差を全国平均で割ったものである
(徐建華･魯鳳･蘇方林･戸艶､ 2005)｡変動係数を算出するにあたり､計算式は以下
の通りである｡
l
Ct--
弟
＼
(3-2)
Ctはt年の省間GDP動係数である. yitはt年の各省の1人当たりGDPである｡ yt
はt年のすべての省の1人当たりGDPの平均値である｡そしてntはt年の省の数で
ある｡
2-3タイル尺度
タイル尺度は､情報エントロピー概念を活用したタイル(Theil,H.)によって定式化さ
れたものである(青木昌彦､ 1979)｡タイル尺度を算出するにあたり､計算式は以下の
通りである｡
仁王萎(吾ln皇)
∬
(3-3)
ここでは､項ま地域ie)一人当たりGDP､方はその算術平均､ nEま地域数である｡タ
イル指数は最小0､最大log nで､大きいほど格差が大きいという特性は､前述した変
動係数やジニ係数と一致する｡
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2-4タイル尺度の分解式
タイル尺度をほかより優れているの特性としては､各構成地域グループのグループ
内･グループ間別格差の寄与度の分解ができるという点である(干文浩､ 2008b)｡
･-A
(3-4)
上の式において､右の第1項は各構成地域グループ(mグループ)内の格差の寄
与度の合計で､右の第2項はmグループ間の格差の寄与度である｡ xkはグループk
内の各地域の一人当たりGDPの算術平均､ ∫kは各地域一人当たりGDPの合計値に
占めるグループkのシェア､ Tkはグループk内の格差のタイル指数である｡
タイル指数によって､一国を構成する各地域グループの寄与度が分解できるため､
同指数の計測と分解は､地域(グループ)別開発戦略を実施している中国における地
域格差の実態解明に非常に役に立っと考えられる｡
第3節　測定結果から見た地域間格差の動向
(図3-1) (図3-2) (図3-3)はそれぞれジニ係数､変動係数とタイル尺度で測った
1985年以降の中国の地域格差の動向を示している｡
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図3-1　ジニ係数で測った全国と三地域の地域格差
出所: ｢中国統計年鑑｣各年版より計算
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本来は1978年からの測定にしたかったが､ 1978年から1984年までの各地域別人ロ
データを正確に把握できなかったため､ 1985年からデータを対象にする｡
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図3-2　変動係数で測った全国と三地域の格差
出所: ｢中国統計年鑑｣各年版より計算作成
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図3-3　タイル尺度で測った地域間所得格差
出所: ｢中国統計年鑑｣各年版より計算作成
これらからは次のような変動傾向が読み取れる｡
1985年～1990年の間､地域間格差の縮小が見られる(図3-3)｡どの指標みても､こ
の傾向がみられる｡この90年代までの縮小は､急速な経済成長を実現させた広東省､
福建省､江蘇省､漸江省などの所得水準の向上が全国平均の引き上げに貢献する一
方､最高位の地位をまもってきた三つの直轄市である北京､天津､上海らの相対的伸
び悩みがあったためでもあると考えられる｡つまり､この間の地域間格差の縮小は東部
地域の地域内格差の縮小によってもたされたと考えられるのである｡
1990年以降の動きでは､ 2003年までは拡大局面､その後はやや縮小局面が読み
取れる｡または全期間を通して､西部以外においては､格差がやや縮小している様子
が理解できる｡西部においては､格差が拡大する傾向にあることがわかる(図3-､図
3-3)｡これは､四川省･新垂など一部の省が2000年ごろから実施された西部大開発戦
略を契機に資源優勢を経済発揮に現し始めた結果､或いは2005年からの農業税廃
止による財政調整の結果だと思われる(後章での財政調整の分析を参照) ｡
さらに､格差の内訳を知るために､以下のタイル尺度の分解方式より全体の格差の
変化と三大地域間の格差などそれぞれを測定し､説明することができる｡
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第4節　タイル尺度による地域間格差の分解
(表3-1)と(図3-4)から､次のことが分かる｡
①　4つの格差のうち､中部内格差と西部内格差はかなり小さいので､中国全土の
地域内格差の動向は､基本的に東部内格差と三地域間格差によって左右されてい
る｡
② 1985年から1990年ごろまでの間に､中国の地域格差がかなり縮小したが､それ
は主に東部内格差の大幅な縮小が寄与した結果であり､同時期の中部内格差､西部
内格差､および3地域間格差はほとんど変わらなかった｡
この時期に東部内格差が顕著に縮小した原因は､上記で述べたように所得水準が
最も高い三大直轄市(上海･北京･天津)よりも､広東省､江蘇省､漸江省､福建省など
中所得省のほうが｢改革開放｣が先に進んで高い経済成長率で推移したためであっ
た｡
③ 1990年代初めから2003年ごろまでに､中国の地域格差が明らかに拡大に転じ
た主な要因は､三地域間格差の顕著に拡大したことである｡この時期に､上海の浦東
新区(経済開放･開発特区)の設立が象徴するように､東部の中所得省に加え､東部
の高所得地域でも改革開放と経済成長が加速したため､東部と内陸の格差が広がっ
た｡
48
Ⅰ部地域格差問題　第3章地域間格差の計測
表3-1　タイル尺度の分解式による地域間格差の実際状況
午 ??88ｲ?ｩ7?地域間 剪n域 劔内 
寄与度 窒R?寄与度 窒R?東部 寄与度 窒R?中部 寄与度 窒R?西部 寄与度 窒R?
1985 ??イr?.0785 鼎"絣?.1062 鉄r絣?.0943 鉄??0.0046 ?絣?.0073 ?纈?
1988 ??c??.0753 鼎b縒?.0858 鉄2??.0766 鼎r綯?.0039 ?紕?.0053 ???
1989 ??S3?0.0744 鼎ゅb?.0788 鉄?B?.0700 鼎R縒?.0036 ???.0051 ???
1990 ??C#?0.0675 鼎r??.0753 鉄"縒?.0659 鼎b??.0043 ???.0051 ?綯?
1991 ??3釘?.0701 鉄?2?.0692 鼎偵r?.0579 鼎?b?.0055 ?纈?.0059 釘??
1992 ??Cs?0.0830 鉄b紕?.0641 鼎2綯?.0544 ?r??.0037 ?絣?.0060 釘??
1993 ??Ss?0.0954 田?B?.0625 ?偵b?.0518 ?"繧?.0044 ?繧?.0063 釘??
1994 ??c??.1007 田"縒?.0600 ?r??.0483 ???0.0044 ?繧?.0073 釘絣?
1995 ??SCR?.0985 田2縒?.0560 ?b??.0453 ?偵2?.0036 ???.0072 釘縒?
1996 ??S途?.1023 田B??.0574 ?R纈?.0471 ?偵R?.0035 ???.0068 釘??
1997 ??Sコ?.1009 田2縒?.0575 ?b??.0479 ??"?.0034 ???.0062 ?纈?
1998 ??cCR?.1050 田2繧?.0595 ?b??.0505 ??r?.0033 ???.0057 ?絣?
1999 ??s#B?.1108 田B??.0615 ?R縒?.0529 ??r?.0035 ???.0051 ???
2000 ??ScR?.1017 田R??.0548 ?R??.0459 ?偵2?.0041 ?綯?.0049 ???
2001 ??c??.1090 田B繧?.0592 ?R??.0492 ?偵2?.0042 ?絣?.0058 ?紕?
2002 ??cッ?.1096 田R??.0590 ?R??.0492 ?偵"?.0040 ?紕?.0059 ?絣?
2003 ????0.1217 田"繧?.0721 ?r??.0622 ?"??.0030 ?綯?.0069 ?綯?
2004 ???b?.1177 田??0.0728 ?ゅ"?.0627 ?"纈?.0027 ?紕?.0075 ?纈?
2005 ??sS"?.1072 田?"?.0680 ?ゅ?0.0572 ?"縒?.0023 ???.0085 釘繧?
2006 ??c??.1030 田?2?.0651 ?ゅr?.0531 ??b?.0023 ???.0098 迭繧?
2007 ??Ss?0.0958 田?r?.0621 ?偵2?.0492 ???0.0023 ?紕?.0106 澱縒?
2008 ??C#R?.0849 鉄偵b?.0575 鼎?B?.0425 ?偵?0.0024 ?縒?.0126 唐繧?
出所: ｢中国統計年鑑｣各年版より計算作成
④　2003年あたりから最近までの数年間に､中国の地域格差が徐々に縮小に転じ
ているが､それに貢献しているのは､三地域間格差の縮小と東部内格差のさらなる縮
小の両方である｡一方､中部内格差はほぼ変化がないが､西部内格差は拡大してい
る｡
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図3-4　タイル尺度による地域格差の分解
出所:上記の(表3-1)を基にして作成
1985年～2008年の全期間を見ると､中国の地域間格差全体がやや縮小したが､ 3
地域間格差は大きく拡大しており､縮小しつつある東部内格差に代わって中国の地
域格差に寄与する最大成分となっている｡
結び
本章では､ 1985年からの中国の地域開発戦略の推移を考察した上､最新の統計デ
ータと複数の測定方法を用いて､ 1985年～2008年の中国の地域間所得格差の動向
を検証し新たな結果を得られる｡その分析結果は次のように要約できる｡
(1)中国の地域間所得格差は､ 1985年～1990年代初めの縮小､ 1990年代初め～
2003年頃の顕著な拡大､そして2003年以降の緩やかな縮小､など3つの時期を経験し
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た｡
(2)中国の地域間所得格差は､東部内格差､中部内格差､西部内格差､および3地
域間格差､など4つの格差に分解できるが､主に東部内格差と3地域間格差の動向に
左右されている｡ 1985-2008年の全期間を見通して､中国の地域間格差全体はやや
縮小したものの､ 3地域間格差は大きく拡大しており､縮小しつつある東部内格差に代
わって中国の地域格差に寄与する最大成分となっている｡
(3) 1985年～1990年代初めの中国の地域間所得格差の縮小は､主に東部の中所
得諸省(広東省､江蘇省､漸江省､福建省など)における改革開放の先行と経済発展
の成功による東部内格差の縮小の成果である｡ 1990年代初め～2003年頃の顕著な
格差拡大は､上海など高所得地域をはじめとする東部全体の改革開放の推進と高成
長の持続による3地域間(東部と中部･西部)格差の著しい拡大の結果である｡一方､
2003年ごろ以降の緩やかな格差縮小は､東部内格差の持続的な縮小と3地域間格差
の縮小の両方による結果であることを示唆している｡
分析対象期間は1985-2008年となっているが､注意すべきは､世界金融危機が顕
在化した2008年以降､中国政府は､内需拡大戦略の一環として内陸を重点とする地
域開発戦略をさらに推進しており､インフラ整備を中心に大規模の公共投資が西部と
中部で行われている｡こうした発展戦略が続けば､ 2003年以降の動向からわかるよう
に､今後は3大地域間格差(主に東部と内陸の中西部)の縮小を通じて中国の地域格
差全体がさらに縮小していくことが期待できる｡
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第4章　産業間貸金格差の計測
中国にける格差問題の中､地域間賃金格差が最も重要であり､賃金格差の拡大は
所得格差の一因として指摘することができる｡本章では賃金格差に注目したい｡それ
は､地域間の所得格差を国民所得計算における分配面から見た付加価値別に分解
した場合､労働者報酬の格差の貢献度が大きいためである(Sakamoto, H., 2008) ｡
本章では､平均対数偏差(第2タイル尺度)を用いて中国の職工24クラスの賃金格差
を地域間格差と業種間格差の2方向から分析する｡または､賃金格差を地域間格差と
業種間格差の2方向で見ている点も本章の特徴である｡
特に本章での格差計測は､賃金格差でも職工といわれるある程度同質の労働者を
対象としている｡そういった労働者の間での賃金格差が相当拡大している点が重要で
あり､労働市場が形成されていく中で､大きな問題を抱えていることがうかがえる｡
第1節　貸金格差拡大の原因
周知のように､中国でも経済発展に伴い農村から都市-の人口移動が起こった｡農
民工と呼ばれる出稼ぎ労働者は2008年末で2億人を超えるとされ25､人口移動の観点
からは中国の所得格差は拡大局面にあるといえる｡
問題はこの局面が今後も続くか否かである｡これは産業間の労働生産性格差がど
のように推移しているかで推測できる｡
(図4-1)は､産業別の労働生産性を比較したものである｡第二次産業との格差は
未熟練労働力の需要に対する供給が追いっかなかったこともあり､ 2004年から縮小に
向かっているものの､一次産業とその他の産業との間には依然としてかなりの生産性
24中国では官庁､会社もしくは学校で勤務している従業員を指す｡
25 sear｡hi｡ar中国:農民工が2億人を突破｣ 2009年3月26日
(http://news.searchina.neJ'p/disp.cgi?y=2009&d=0326&fEnational_0326_028.shtml)
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格差が存在する｡このことは､人口移動の余地が多く､所得格差が拡大する可能性が
高いことを示唆する｡
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図4-1　産業別にみた労働生産性較差
山所: ｢中国統計年鑑2008年版｣より作成
注:第　一次産業-1にした場合の倍数である｡
労働力が自由に移動できる基本の前提条件は労働力市場が整備されていることは
いうまでもない｡この意味からも先ずは､中国では分断された都市農村部における労
働力市場を統合して､統一的な労働力市場を形成されるのは不可欠である｡
二重構造下での労働力市場では常に制度要因で分断される問題はしばしば指摘
されている｡中国も例外なく建国以来､都市農村部･地域間の労働市場を強力な行政
手段による分断されている26｡
1978年以来の改革開放政策による農民の労働意欲は高まり､農業生産性が急速に
上昇した結果､農村に隠れた過剰労働力が一気に顕著化された｡仕事を求めるため
これらの労働力が都市部に流入した｡しかし､都市部では国有企業を中心した第二次
産業が自らも過剰雇用問題を抱えていた｡沿海地域では､労働集約型の貿易加工業
26例えば､地域間や都市農村部に労働力の移動が諸制度や政策･条例によって障害されている｡特に都市農村
部には｢戸籍制度｣という身分制度の制限で農村労働力が自由に都市部-の移動はほぼ不可能であった｡な
お戸籍制度とセットに食料配給制度が実施されたから､労働力の自由移動はほぼ不可能であった｡
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の振興は初期段階であったため､新規採用規模は限定的であった｡第二次産業全体
の労働力吸収力が弱くて十分な雇用機会が提供できなかった｡労働力市場では過剰
供給で需給構造はアンバランス状態であった｡マクロ的政策による政策介入を行わざ
るを得なかった｡一方､政策的対応が求められたものの､労働力市場そのものは機能
せず､政府は深刻化する雇用情勢を緩和するため､労働力市場の制度整備に着手し
た｡それが所謂中国の労働力市場の制度整備が始まった契機であった｡しかし､中央
政府政策や地方政府の条例は農村労働力の都市-の移動が阻害しているから27同
一労働には同一報酬を実施するという労働力市場の原則は労働力市場の制度整備
の初期段階から､実現できなかった｡
都市労働市場は｢職工｣と呼ばれるフォーマル･セクターの就業者向けの市場とそれ
以外の非｢職工｣向けの市場とに分断されている｡都市就業者に占める｢職工｣の比率
は1993年から2008年まで81.3%から38.1%に低下する一方､非｢職工｣の割合は
18.7%から61.9%に上昇した｡被雇用者の増加は賃金水準の平準化ではなく､二極
化をもたらしたのである｡
業種間における労働力市場は依然分断している｡一例として中国の公共事業は市
場化がかなり遅れているため､市場メカニズムは機能せず､国有企業の独占状態が今
なお続いている｡このような行政手段による独占は国家独占主義の一種といっても過
言ではない｡このような独占企業に市場経済制度を導入せず､労働力市場-の参入
制度は未だ整備されていない｡市場からの准参入は難しい｡非公有制経済企業の独
占企業-の参入はほぼ不可能である｡
27農相からの労働力が排除され､一例として｢農民工｣の採用については農村出身者は採用者総数上には何パ
ーセントとか決められていたこともよくある｡特に大都市では業種により制限が違う｡差別性が強い許可証制度が
実施された｡許可証制度に伴って各種名目費用が徴収される｡また､社会保険､子女教育などの面にも差別問
題が存在している｡失業者は最低生活保障にすら保障されない状態である｡それを労働力市場の形成に契機
となっていた｡形成する客観条件が揃えたと考えられる｡
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このような業種間の独占状態は労働力における産業間の移動に影響している｡本
来ならば産業間における賃金格差は労働力移動の規定要因になっている｡しかし､中
国の独占企業は独占利潤を転換した結果､業種間において賃金格差が生じたため､
本来の労働力価格を反映せず､労働力移動の阻害要因となっている｡現状では､業
種間でも同一労働同一報酬が実現していないので､産業間における労働力の移動は
極めて稀少である28｡
そして､労働力市場の参入制度が依然整備されておらず､行政手段による労働力
市場管理が依然として続いている29｡公共事業(電力･水道･ガスなどインフラ基幹産
莱)は独占企業の代表格として知られる｡確かに､改革以来､このような独占状態は規
制緩和によりいくっかの改善が見られたが､労働力市場の准参入制度などの面で行
政制度による制限現象が依然存在している｡競争を必要とする制度環境が整備したと
は言い難いのである｡
独占企業-の投資構造が依然単一化している｡市場経済に適応する多元化なお
かつ競争型の投資構造が未だに形成していない｡つまり､非公有制経済による独占
企業-の参入は体制上の阻害により依然不可能である｡更に､独占企業の改革がか
なり遅れているため､業種間における労働力市場には依然分断され､その直接結果
は業種間における賃金格差が拡大されている｡独占企業の労働賃金は特段高い｡こ
れは単純に独占企業労働力の付加価値の反映でなく独占企業が独占利権を利用し
て得た独占利潤を労働者に転嫁しすぎない｡この意味では､このような企業の独占構
造が労働力市場の整備制度や労働力の自由移動を直接に阻害しているといえる｡業
28同一労働同一報酬原則とは同質･同量の労働に対して年齢､学歴､性別､人種､民族などの差異にかかわりな
く同一額の賃金支払いを求める原則である｡
29 2000年12月8日に公布した『労働力市場管理規定』は市場関連サービス､市場管理およびマクロ的な意思決定
の根拠となっている､当該規定は既に2007年11月に廃止され､その代わりに『就業サービスおよび就業管理規
定』が2008年1月1日から実施された｡
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種間における労働力の流動性が非常に低いため､さらに将来的にはこうした状態が続
けば､社会全体の就業規模の拡大は難しくなる｡
中国は労働力市場を通じて労働需給を調整し､最終的に就業規模を拡大させると
いう従来の労働力市場の機能が働いているとはいえ､労働力の市場は進んでいない｡
行政手段による独占･介入は依然として存在している｡
労働力市場は体制による分断化されている｡中国では､企業体制内外において二
つの労働力市場が存在している｡つまり､正規労働力市場と非正規労働力市場があ
る｡体制内にある正規労働力市場については､雇用安定ないし市場管理体制(制度) ､
労働者の権益保護など雇用環境が整っている｡しかし､賃金が一方的に上昇して賃
金硬直性が強いから､労働力の価格メカニズムが機能していない｡一方､非正規労働
力市場では非正規労働部門に就業している非正規労働者を対象とし､現実では多く
の農村から出稼ぎ農民(農民工)と都市部の非正規労働者が対象となっている｡非正
規労働力市場の特徴としては､低賃金･労働環境の悪化･雇用の不安定性･市場制度
の未完備･雇用機会の不平等･不公正な競争環境･不対等な労資関係などがあげら
れる｡さらに賃金未払い問題や社会保障加入率が低いなどの特徴がある｡しかし､労
働力の価格メカニズムは機能している(企業においては企業内部労働力市場と外部
労働力市場が分けている)0
こうした分断された労働力市場は雇用機会の不平等化問題をもたらした｡就業管理
体制が差別化しているから､体制内では社会保障制度が整備され､労働契約がほと
んど結ばれている｡正式な労働組合もある｡体制外労働市場は市場管理体制が未完
備状態である｡労働契約率･社会保障加入率は非常に低く､低賃金状態が続いてい
る｡同一労働同一報酬問題もあり､雇用政策上の差別表現としては中央政府･地方政
府が実施した積極的雇用政策･条例の対象は体制内就業者だけに留まっている｡職
業訓練･失業保険など面においても出稼ぎ農民(農民工)が就業サービスの対象外と
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なっている｡この意味で､公正な雇用環境が整備されているとは言えない｡
さらに､このような分断した労働力市場は労働者の職業選択にも影響している｡労
働力市場には流動性は低く移動コストが高いから､就業は地元傾向となっている｡就
業選択範囲が限定されている｡地域間における労働力の流動性が非常に低いため､
大卒業者の初回就業行動にも反映されている｡彼らは常に沿海地域の大都市･中都
市を選ぶ｡つまり仕事より労働場所を優先にする動きがあった｡生産要素である労働
力の配置は合理的でなく､過剰と不足が同時に存在する状況が現われた｡いわゆる
労働力過剰と人材不足のジレンマ問題が見られ､過剰から不足-の転換点(いわゆる
ルイス転換点)に迎いっつある状態として考えられる｡
今後は､都市と農村の協調の取れた発展のための制度的障害除去にポイントを置
き､労働力･資源などの合理的な移動と最適化を図るべきである｡都市と農村の同一
的な労働力市場･公平な就業制度を設けるために戸籍管理制度の改革により都市･
農村の統一的戸籍登録管理制度を構築､農村から都市-の移動制限の緩和､社会
保障の農村全域-の拡大が必要であるとしている｡
第2節　貸金格差の実証分析
2-1使用データ
本章では1987-2008年までの中国政府の公開データ主に『中国統計年鑑』と『新
中国六十年統計資料』『中国財政年鑑』などを基に用いている｡
賃金データとして､省別および業種別の職工員数の1人当り賃金を用いる｡
ここで注意をはらいたいのは､ 1987-2008までの業種は1993年､ 2002年､現在まで
の三段階で変わっているので､すべての産業業種を1987-1992年､ 1993-2002年､
2003-2008年までの三段階に分けて扱いするようにする｡
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2-2計謝方法
ここでは､地域間および業種間すべてを含めた賃金格差の動向とその実態を実証
分析により考察し､格差是正対策を考えるための事実発見を試みる｡ちなみに､中国
の賃金データが省別と業種別の2方向に掲載されているため､ここではこの特性を活
かしたタイル尺度による格差の計測を行うことにする｡
平均対数偏差30は､省i t業種職員数をN,･､kまたはN…賃金総額をY,･,kまたはYkjと
して次のように示す｡ Ⅳおよびyは各地域･各業種の合計ちなみに全国の数値であ
る｡
L -;;(%)･log(#)
L -;;(%)･log(
または
(4-1)
(4-2)
省iにおける省内の業種間間平均対数偏差L,･と業種k Lこおける業種内の省間平均対
数偏差Lkを以下で考えられる｡
LE･ -;
Lk=∑
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これにより､次に分解できる｡
L -;(;)･Lt･ ･;(;)･log(
L-LwR +LBR
(4-5)
(4-6)
L-;(i)･Lk I;(i)･log(#)
L-Lwl +LEI
(4-7)
(4-8)
ここでのLwRは省内の業種間格差L,･に職員数の省別割合をかけたものの合計である｡
Lvlは業種内の省間格差Lkに職員数の業種別割合をかけたものの合計である｡また
は､ LBRは省間格差､ LBlは業種間格差を示す｡
ちなみに､
LBR - ;(;)･log(#)
LBl - ;(i)･log(#)
(4-9)
(4-10)
以上の省間格差と業種間格差の分解式を更に地帯と産業に分けて分解してみる｡
ここで､東部､中部､西部の三つの地帯と地帯間格差の寄与度えを求める｡
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地帯間格差の計測式は以上の式(4-9)の省間格差LBRを更に分解できる式であ
る｡ここでは､ノは地帯を示し､ LwLqは地帯内地域間格差を示す｡ LBLRは地帯間格差
を示す｡
～ LwLRi + LBLR
(4-1 1)
産業間格差の計測式は式(4-10)の業種間格差エβ′を更に分解したものである｡ここ
では､ rEま産業を示し､ LwLl,は産業内業種間格差を示す｡ LBLIは産業間格差を示す｡
その計測式は以下の式(4-12)である｡
LBl -;(i)･;(%)･log(
-;(%)･ LwLl,･ + LELI
)･;(i)･log(#) (4_12,
以下の(図4-2)での絶対格差推移からわかるのは労働生産性に比べ､一人当たり
賃金や一人当たりGDPの推移が明らかに低いことである｡これは､一人当たり賃金が
他のデータに比べた場合､どれぐらいかを見たいためである｡そこから､賃金に関して､
さらなる計測結果を求める｡
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図4-2　労働生産性､ -人当たり貸金､ -人当たりGDPの推移
山所:｢中国統計年鑑｣ 2009年版より作成
2-3計測結果
以下の(図4-3)と(図4-4)は格差の分解を行った結果である｡ここでの平均対数
偏差の結果からは格差の拡大傾向が鮮明になったのが90年にかけてからであること､
ちなみに､ 93年に0.04を超えてからは2004年までは格差の拡大が続き､ 0.08近くまで
拡大していることがわかる｡ 2004年にはわずかな縮小傾向が見られる｡
(図4-3)による格差の分解傾向について､全体的に地域間格差の貢献度が大き
いといえるが､ 1993年以降､地域内の業種間格差の寄与度がそのシェアを30%前後
から40%前後にと拡大しつつある｡そして2000年以降はさらに拡大傾向となり､ 2006年
には､わずかながら地域内の業種間格差の寄与度(50.2%)が地域間格差の寄与度
(49.8%)を上回るようになった｡
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●省間 ロ省内の業 偃ﾘｭB?劔劔劔劔劔? ?? ?
1 ? ? ? ? ? ? ?
i ? 劔??
_一一一t 剪?? ? ??劔劔劔剪??
i,u]lll 劔劔劔 
1990年　1993年　1996年　1999年　2002年　2005年　2008年
図4-3　式(4-5)にもとづく貸金格差の分解
出所: ｢中国統計年鑑｣各年版より作成
I 劔劔劔劔劔劔劔劔?
■業種間 □業種内の省間 劔?劔劔? 剪?? ? ? ? ? ? 
I 1 i ?劔剪??? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
t l 劔剪?? ? ? ? ? ? ? 劔? ? ? ?
i 劔? ? ? ? ???劔 劔剪??
｣一一一 _皿_nu ?? ? ??????劔 劔剪?
87年　1990年　1993年　1996年　1999年　2002年　2005年　2008年
図4-4　式(4-7)にもとづく貸金格差の分解
出所: ｢中国統計年鑑｣各年版より作成
続いて､ (図4-4)による格差の分解傾向について､こちらも業種内の地域間格差の
寄与度が大きいことがいえるが､業種間格差の貢献が1999年あたりから拡大傾向を示
していることがわかる｡その結果､ 70%前後あった業種内の地域間格差の寄与度が
1999年から縮小し､ 2006年における業種間格差と業種内の地域間格差の寄与度はそ
れぞれ43.7%と56.3%となっている｡
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従って､このような格差の拡大は､計画時代の賃金システムから市場経済にあわせ
た形で改革が進んだことの表れでもある(伊藤､唐､張など)｡また､一部の企業改革
により企業が利益を政府に上納することなく確保できるようになったため､こういった企
業の利益獲得能力の差が賃金格差につながっているとの指摘もしている(KnightとLi) ｡
よって､市場経済-の転換により､賃金格差の拡大傾向は今後も続くと思われる｡
以下は､ (表4-1)と(表4-2)は式(4-3)でのL,･と式(4-4)のLkの各省･業種毎の内
訳を計測した結果である｡
表4-1　式(4-3)に基づく省内業種間格差のウエイト(寄与度､ %)
1987 ?塔?1989 ?涛?1991 ?涛"?993 ?涛B?995 ?涛b?997 
北京 ???0.64 ?緜R?.59 ?紊?0.41 ???0.16 ??2?.36 ?經b?
天津 ?經"?.39 ???0.23 ???0.22 ???0.38 ?經"?.59 ?緜2?
河北 ?纉r?.43 ?繝B?.94 ???2.02 ?繝?1.86 ??b?.27 ???
山西 ??"?.14 ?經?2.43 ??R?.49 ?纉R?.29 ?經?2.60 ?緜B?
内蒙古 ???1.99 ?繝r?.79 ?經?1.53 ???1.89 ?纉"?.57 ?紊?
遼寧 ?繝?3.09 ??r?.48 ??R?.32 釘紊?3.56 ?紊2?.72 釘??
吉林 ???1.37 ???1.48 ?經b?.64 ?紊?1.86 ?繝?1.29 ??2?
黒竜江 釘經b?.04 ?纉b?.01 ???3.39 釘纉?4.64 ?纉?3.86 ?縱b?
上海 ???1.01 ??R?.71 ?經r?.38 ?紊"?.45 ?紊2?.47 ???
江蘇 ?紊R?.38 ???1.14 ??r?.19 ??R?.69 ???1.64 ???
漸江 ?縱2?.38 ?紊?0.42 ?紊?0.37 ??r?.74 ?縱?0.79 ?繝r?
安徽 ?經B?.39 ?紊?1.47 ???1.47 ?緜B?.63 ?縱r?.50 ???
福建 ?縱?0.65 ?縱?0.67 ?緜"?.64 ?紊?0.76 ?縱b?.65 ?緜b?
江酉 ???1.20 ??"?.30 ??B?.19 ???1.50 ?縱r?.55 ?緜?
山東 ??2?.78 ?繝?1.63 ?縱?1.52 ???2.59 ?經b?.42 ?繝R?
河南 ?紊R?.28 ?經2?.81 ?緜?2.89 ?緜?3.32 ???3.18 ?經?
湖北 ?貳ﾂ?.20 ???1.99 ??R?.92 ?紊?2.20 ?緜b?.93 ???
湖南 ?繝?1.10 ??r?.25 ??"?.08 ??"?.33 ??"?.45 ?繝?
広東 迭繝?2.50 ?紊?2.28 ?紊B?.97 ?緜?1.73 ?繝?2.24 ?紊B?
｢西 ?紊b?.47 ?紊r?.48 ?紊2?.43 ??R?.45 ?紊b?.48 ?緜r?
海南 ???1.43 ?縱"?.99 ?緜b?.22 ?緜?2.31 ?經b?.28 ??R?
重慶 ? ? ? ? ? ?
四川 ?緜?1.78 ?繝?1.91 ?繝r?.66 ?纉?2.00 ?縱B?.73 ?繝?
貴州 ?經B?.57 ?縱2?.79 ?縱2?.59 ?紊?0.51 ?經?0.42 ?紊"?
云南 ?縱?0.61 ?縱b?.82 ?縱R?.58 ?纉r?.45 ?紊r?.38 ??B?
西燕 ??b?.05 ??2?.04 ??"?.02 ??"?.07 ??B?.12 ??r?
陳西 ??"?.94 ?纉?1.06 ?繝?0.86 ?纉R?.16 ?纉?1.10 ???
甘粛 ?縱?0.54 ?經R?.53 ?經"?.44 ?經?0.61 ?緜R?.64 ?緜?
青海 ??r?.28 ??b?.31 ??B?.22 ???0.28 ??"?.38 ??b?
寧夏 ??r?.35 ???0.39 ??r?.27 ??B?.40 ???0.32 ??b?
新彊 ?緜?3.27 ?緜b?.39 ?紊r?.75 ?緜r?.16 ?緜B?.71 ?緜?
合計 鼎r??42.26 鼎"緜?42.32 ?偵cr?8.65 鼎"繝?44.98 鼎?Cr?2.65 鼎R經2?
63
Ⅰ部　地域格差間庵　第4章　産業間貸金格差の計測
表4-1の続き
1998 ?涛?2000 ???2002 ??2?004 ??R?006 ??r?008 
北京 ?緜?0.73 ?繝B?.35 ??B?.22 ?經b?.82 ?繝?3.71 釘經2?
天津 ?紊2?.35 ??b?.45 ??"?.41 ?紊?0.61 ?縱b?.74 ?纉?
河北 ?纉"?.83 ?纉"?.97 ?縱?1.78 ?縱B?.98 ??R?.19 ??2?
山西 ??"?.48 ???1.32 ???1.20 ?紊b?.60 ?縱B?.73 ?繝2?
内蒙古 ??b?.12 ???1.33 ??"?.15 ??B?.27 ??2?.25 ??"?
遼寧 ?紊R?.19 ???2.14 ??B?.51 ?紊r?.58 ?經B?.88 ??B?
吉林 ??B?.21 ??r?.22 ??2?.17 ??B?.19 ?纉R?.00 ?縱?
黒竜江 ?紊?2.53 ?紊R?.27 ?紊R?.55 ?經"?.58 ??B?.26 釘??
上海 ?經B?.53 ?緜?0.66 ?經2?.56 ?紊B?.62 ?縱?1.23 ?縱b?
江蘇 ??B?.33 ???2.67 ???2.39 ?經?3.06 ??R?.43 ?縱?
漸江 ?纉?0.99 ?纉r?.55 ?緜2?.61 釘紊2?.66 澱?r?.74 澱經B?
安徽 ??"?.ll ??R?.27 ???1.15 ??2?.20 ???1.29 ???
福建 ?縱B?.80 ?縱R?.00 ?繝b?.ll ??"?.47 ?緜?1.88 ?纉"?
江西 ???0.97 ??b?.18 ?繝"?.81 ?縱R?.83 ?縱?0.88 ?縱?
山東 釘?2?.72 ?繝"?.85 ?紊b?.24 ??R?.65 ??R?.23 ?纉r?
河南 ?經r?.25 ?繝r?.40 ?緜b?.97 ?纉?2.08 ???2.14 ?繝R?
湖北 ???2.15 ?纉b?.89 ?緜R?.72 ?繝R?.75 ?纉B?.60 ??r?
湖南 ?經b?.55 ?緜?1.01 ??"?.31 ?繝?0.83 ?繝?0.86 ??B?
広東 ???2.48 ?紊?2.90 ???4.09 釘緜?5.37 迭縱R?.82 澱縱B?
｢西 ?纉B?.91 ?繝b?.90 ?縱2?.80 ?繝"?.74 ?縱R?.83 ?纉R?
海南 ???1.16 ???1.35 ??b?.02 ?繝2?.99 ?纉R?.88 ?縱R?
重慶 ? ? ?0.47 ?經2?.59 ?緜2?.68 ?縱R?
四川 ?縱?1.66 ?經2?.77 免ﾂ緜?1.44 ?紊b?.63 ?經2?.80 ??B?
貴州 ?紊"?.40 ?紊?0.45 ?紊?0.39 ?紊?0.61 ?經?0.72 ?緜?
云南 ?經?0.46 ?紊?0.41 ?紊?0.35 ?紊"?.53 ?經r?.89 ??2?
西燕 ???0.10 ???0.10 ??r?.07 ???0.08 ???0.ll ???
映西 ??R?.ll ?繝?0.90 ?縱R?.97 ?纉b?.14 ??B?.29 ??2?
甘粛 ?緜?0.53 ?紊r?.55 ?經?0.45 ?紊b?.54 ?經B?.50 ?經r?
青海 ?紊?0.43 ?紊?0.28 ???0.15 ??b?.15 ??B?.16 ??r?
寧夏 ???0.23 ??"?.29 ??b?.23 ??"?.32 ?紊?0.3ti ??R?
新彊 ???2.67 ?緜r?.16 ?縱r?.12 ??b?.26 ??B?.47 ?經?
合計 鼎?#R?0.00 ?偵3?41.58 鼎r纉?43.43 鼎b縱b?1.71 鉄"緜?56.54 鉄偵#2?
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表4-2　式(4-4)に基づく業種内地域間格差のウエイト(寄与度､ %)
業種 ?塔r?988 ?塔?1990 ?涛?1992 
農､林､牧､魚､水利業 釘??4.63 釘?r?.67 釘??3.32 
工業 ?偵S?22.27 ?"縱B?3.12 ?R?B?8.26 
地質実地調査業 ?緜2?.64 ?紊r?.50 ?紊B?.33 
建築業 釘繝r?.55 ?繝B?.59 ???3.59 
交通運用及び郵政業 釘纉r?.83 釘??4.34 釘紊?3.69 
商業と飲食業及び物資供給と倉蓄 ?"經b?4.58 ?2縱?13.39 ?2緜r?6.88 
不動産管理業と社会サービス業 ?緜?4.48 釘紊?4.85 釘纉?4.69 
衛生､体育及び社会福祉事業 ?緜R?.61 ?繝R?.91 ?繝2?.47 
教育､文化技術及びテレビ放送業 ?纉R?.21 ?紊r?.23 ?經r?.61 
科学研究と総合技術サービス事業 ?經b?.41 ?紊?0.48 ?紊2?.39 
金融､保険業 ?緜?0.78 ??B?.32 ??R?.99 
国家機関､政党機関及び社会団体 ?緜"?.32 釘?b?.72 釘?2?.96 
合計 田?釘?5.31 田B繝?65.12 田r紊B?9.17 
表4-2の続き1
集積 ?涛2?994 ?涛R?996 ?涛r?998 ?涛?20的 ???2002 
農､林､牧､魚 ???2.70 ?縱b?.43 ???1.84 ?經r?.00 ???1.84 
採鉱業 ?ﾃ??.79 ?紊r?.45 釘??3.46 ?纉B?.48 ?經"?.03 
製造業 ?r經?25.05 ?R紊b?4.63 ?2?r?1.34 ????9.00 ?r緜R?3.22 
電力燃料及び水生産供給業 ?縱r?.80 ?縱?0.82 ?緜r?.98 ??r?.25 ?紊B?.20 
建築業 ?纉R?.39 釘經?4.58 釘??4.17 ?繝B?.94 ?縱b?.22 
地質実地調査業及び水利管理業 ?紊?0.38 ?經?0.64 ?緜?0.71 ?緜r?.54 ?紊?0.42 
交通運用及び含蓄と郵政業 ?緜B?.14 ??2?.20 ?縱b?.93 ?經b?.84 釘??8.71 
小売り.貿易及び飲食業 ?R經R?6.01 ?R繝"?4.90 ?2纉2?2.38 免ﾂ緜?ll.26 ??C?7.94 
金融､保険業 ???0.71 ???1.49 ?經?2.08 ??b?.05 ?緜R?.47 
不動産管理業 ?緜?0.59 ?繝R?.86 ?繝r?.93 ?纉?0.94 ?纉?0.85 
社会サービス ?緜r?.90 釘紊?4.19 釘??4.59 釘??4.50 釘?b?.33 
衛生､体育及び社会福祉事業 ??2?.28 ?經b?.87 ?纉?2.84 ?纉?3.36 ?紊"?.ll 
教育､文化技術及びテレビ放送 ???0.48 ?繝?0.88 ??b?.49 ?經B?.79 ?經?6.76 
科学研究と総合技術サービス事 ???0.34 ?經R?.65 ?縱?0.93 ?纉r?.25 ???1.01 
その他 ?經?0.48 ?縱2?.84 ?繝?0.91 ???1.01 ?繝b?.16 
国家機関､政党機関及び社会剛 迭纉?2.76 ?經r?.32 釘?R?.83 迭紊b?.33 澱?"?.60 
合計 都???5.79 田偵#?68.75 田R纉?67.39 田R繝?65.57 田2縱b?3.86 
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表4-2の続き2
業種 ??2?004 ??R?006 ??r?008 
農林牧魚 ???1.87 ?縱b?.71 ?經?1.35 
採鉱業 ??"?.04 ?繝B?.00 ??2?.25 
製造業 ?"紊B?0.12 唐??8.10 途纉?6.58 
電力燃料及び水生産供給業 ?紊?1.55 ?經2?.82 ?紊?1.48 
建築業 ?紊B?.31 ??R?.27 ???2.97 
交通運用及び倉書と郵政業 ???3.02 ?紊r?.29 ??r?.93 
情報伝送及び計算機サービスとソフトウエア産 ???1.08 ??2?.43 ??r?.57 
卸売りと小売り業 途經R?.31 澱?r?.05 迭?b?.98 
宿泊と飲食業 ???0.99 ?繝r?.87 ?繝"?.76 
金融業 ?縱b?.09 ??r?.62 ?縱?4.51 
不動産業 ?纉?1.02 ???0.97 ?纉B?.95 
租借と商務サービス業 ?緜?1.55 ?經R?.91 ?纉R?.41 
科学研究､技術サービス及び地質実地調査業 ?繝R?.85 ?縱2?.78 ?纉R?.96 
水利､環境､公共施設と管理業 ?纉R?.96 ?纉"?.94 ?繝?0.81 
住民サービス業とその他サービス業 ???0.27 ???0.17 ??R?.15 
教育業 澱經?6.97 澱經R?.22 迭?B?.82 
衛生､社会保障と社会福祉業 ???3.66 ?紊B?.31 ?纉?2.79 
文化､体育及び娯楽業 ???1.53 ??2?.13 ??b?.07 
公共管理及び社会組織 途緜?8.80 湯繝?8.83 途?"?.06 
合計 田?ﾆﾂ?9.99 鉄b??54.43 鉄?C?48.40 
出所: ｢中国統計年鑑｣各年版より算山作成
(表4-1)によると北京と漸江が2000年以降は寄与度が急激に上がってきているも
のの､広東は期間を通じて高い寄与度を示している｡西部地域はほとんど貢献が大き
くない｡同時に､都市部の上海や天津も貢献が大きくない｡
(表4-2)では､農業､工業､商業の三つの基本業種はいずれも寄与度を下げてい
ることがわかる｡一方､寄与度を上げたものでは金融や国家機関があげられる｡また､
教育は依然として高い寄与度となっている｡
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第3飾　平均対数偏差の分解方法による計測
以下の(図4-5)は式(4-ll)に基づき分解したものである｡付録A(図4-6)から(図
4-17)までは1987-1992年の計測結果である｡付録A(図4-18)から(図4-33)までは
1992-2002年の計測結果である｡付録A(図4-34)から(図4-52)までは2003-2008年
の計測結果である｡
ロ地帯間 口西部 ●中部 ○東部 劔剪?劔劔劔劔劔 ?
I-l-l■ 劔??? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
l ? ? ? ?l ?I ? 白?? ? ? 鳴?? ? 鳴??1 ? ? ? ?
87年　1990年　1993年　1996年　1999年　2002年　2005年　2008年
図4-5　省間貸金格差の分解(全業種)
出所: ｢中国統計年鑑｣各年版より算出作成
以上の(図4-5)では東部の格差が徐々に低下してきている｡中部と西部も改革開
放後は若干寄与度があったものの､最近はほとんど低い｡その代わり､拡大傾向にな
っているのは地帯間格差である｡ちなみに､地帯間格差は東部と同じ具合で広い範
囲で拡大していることである｡
以上の付録A(図4-6)から(図4-52)までは(表4-2)により､同じ形で計測したものであ
る｡図(4-6)(農業)が格差はそのほど大きくはないとは言え､ 2000年以降上昇した｡
(1993､ 94年の異常な高さを除く) 2000年以降は東部の寄与度が下がり､ 2003年から
は地帯間格差が目立っようになっている｡付録A(図4-7)(図4-8)(図4-14)(図4-20)(図
4-23)(図4-24)(図4-36)(図4-38)(図4-39) (工業､製造業､建築業､交通)も業種格差
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はあまり大きくはない業種である｡ 2000年以降には､格差が急激に縮小している｡その
要因は､地帯間格差または東部の格差が縮小している傾向である｡付録A(図4-12)(
図4-25)(図4-41) (商業､卸売り)では比較的格差は大きい｡ 2004年以降は縮小傾向に
入ってきたとはいえる｡それは､地帯間格差の縮小原因である｡付録A(図4-10)(図
4-ll)(図4-26)(図4-27)(金融､不動産)では､ 1990年以降格差は東部を始め､大きく
上昇したのである｡それもまた同様に地帯間格差であるとはいえる｡付録A (図4-15)(
図4-16)(図4-28)(図4-33)(図4-46)(図4-49) (教育､研究､ )では､寄与度の大きさの割
りに格差自体はあまり大きない｡職員数が多いからだと思われる｡ 1993年当たり境に拡
大傾向となっている｡ここでも地帯間格差が原因となっている｡付録A (図4-17)(図
4-32)(図4-52) (国家機関､公共組織)では2005年がピークで格差拡大の傾向が目た
つ｡以上のような業種間別に地域間格差を分解した場合､第一次､第二次産業の寄
与度がいずれも下げた原因としては､格差そのもの縮小した訳である｡または､地帯
間格差が主な原因であることがわかる｡第二次産業の寄与度だ縮小した反面､第三
次産業格差が(特に､サービス関連の業種)拡大傾向にある点が特徴であるといえる｡
付録B(図4-53) (業種間格差の産業分解)では第三次産業と産業間格差が目立っ
ところである｡高賃金の業種が第三次産業に多いことが反映されている｡
付録B (図4-54)では､北京は2000年以降に急激に格差を拡大している｡これは､主
な原因は第三次産業の格差であって､もともとは一次､二次産業の比率が低い地域
構造を反映しているのである｡付録B (図4-62) (漸江省)も同じく2000年以降は急激に
格差が拡大しているが､北京と違って､産業間格差が目立っところである｡ここでは､
これらの産業構造は異なっているからだと考えられる｡
付録B (図4-70)(広東)では､また拡大傾向にあるが､北京と漸江ほど顕著ではない
のである｡付録B(図4-55) (天津)では､ 1997年を境に格差が縮小傾向にあったものの､
2000年以降は再び拡大傾向に転じている｡ここでは､産業間格差よりも第二次および
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第三次産業の業種内格差が目立っようになる｡
付録B (図4-60)(上海)では､ 1997年を除き､比較的緩やかに格差が拡大傾向を示
している｡ここでも､同じく､第三次産業が目立っ｡
付録B (図4-79)険西)では､内陸部としても､格差の構造は上海などに似通って動
きしている｡今回の計測では､北京､漸江､広東などは格差の動向に顕著であったも
のの､天津など他の省ではその差が見られない｡ここでは､格差自体そのもののレベ
ルもこれらではそれほど見られない傾向である｡
結び
本章では､貸金格差を地域間格差と業種間格差の2方向で見ている点が特徴的あ
って､その計測結果としては､計測期間を通じて急激に格差が拡大してきたことがうか
がえるが､格差の要因として最近までは地域間格差が主要であったが､それが業種間
格差に移りつつある｡
業種内の地域間格差では､農業や工業の格差が縮小しつつあるのに対し､金融と
いったより高付加価値な業種については地域間格差が拡大していることがわかった｡
その中で特徴的なのはサービス業である｡
サービス業は他の産業には見られない次のような独自の特性がある｡サービス業で
は､売り買いした後にモノが残らず､生産と同時に消費されるという｢同時性｣､生産と
消費を切り離すことは不可能であるという｢不可分性｣ ､品質は一定ではないという｢不
均質性｣､商品を購入前に見たり試したりすることが不可能であるという｢非有形性｣､
形がないため在庫できないという｢消滅性｣といった性質である｡こうした性質は､サー
ビス業の労働集約的性格を強くし､小規模事業所による事業展開を可能とすると同時
に､提供するサービスの差別化を容易にする(ウイキペディア百科事典)｡
一方､地域内の業種間格差においては､地域ごとで傾向が異なっていることがわか
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った｡
地域間でも業種間でも賃金格差が拡大していることは､職工といった限ったところで
の賃金格差も複雑な要因を持っていることが考えられる｡よって､さまざまな格差の縮
小を目指す政府としては､今後難しい対応を求められる｡
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Ⅱ都　財政蘭整制度
第5章　地域格差に対する財政制度･改革の推移
改革開放期､ 1980年においては､財政･金融面での地方分権の推進によって地域
間の経済格差が拡大したことが指摘されてきた｡ 1990年代以降､このような格差の拡
大に歯止めをかけるために､分税制､西部大開発､所得税改革､農村税費改革など
の内陸部･農村の負担を軽くする同時に財政を通じた再分配を強化するような一連の
政策･制度改革が実施されてきた｡しかし､それらの再分配政策は本当に地域間の格
差の緩和に寄与しているのだろうか｡
第1節　改革開放以降の財政制度の概観
改革開放以降の中国では二回に渡る財政改革っまり､ ｢財政請負制｣と｢分税制｣と
いった改革が進められた｡先ずは｢地方分権｣から始まった財政請負制が従来の各分
野における｢大釜の飯｣体制を打破させ､地方政府に財政自主権をもたらし､ ｢多労多
得｣というのは大きなインセンティブとなり､地域経済発展に貢献したと考えられる｡しか
し､財政請負制は従来の行政の｢縦割り･横割り｣体制と結びっいて､中国経済全体お
よび地域経済に大きな歪みを与えたことは事実である｡
そのため1994年に､二回目の財政改革｢分税制｣が実施された｡その目的はそれま
での行き過ぎた地方分権によって弱体化した中央政府のマクロコントロール能力の回
復であった｡
当時､財政面での中央政府の弱体化に対して｢国家能力｣という言葉が盛んに用い
られた｡それは､地方の利益に奔走する一部豊かな地域の地方政府を牽引し､中央
政府による再分配機能を回復させ､かつ地域間格差の軽減などが､緊急の課題であ
ることが認識されることとなったからである｡
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1994年の｢分税制｣は､初期の試みとしては成功を収めたと評価される｡しかし､再
び多くの問題が露呈することとなった｡そして､結局のところ､現行の｢分税制｣という制
度はより高次元の制度の変革を伴うものでなければ､どうしても限界に突き当たるよう
に思われる｡制度の進化が求められると言える｡
ト1財政請負制一計画経済下の地方分権
トト1財政請負制の経緯
改革開放後､中国政府はそれまでの極端な中央集権的な財政制度に対し改革を
行い､地方政府-の財政権の分散と利益の移譲､いわば地方分権を進める目的で財
政請負制を実施した｡ここでの財政請負制というのは地方政府が中央政府との協議に
よって決められた範囲内で財政収支を請け負うという制度であって､ 1993年まで続い
た｡神野(1993)は｢先ず中央政府と地方政府が租税収入について請け負契約を結ぶ｡
契約した粗税収入を中央政府に上納しさえすれば､地方政府は租税収入を保留する
ことができ､保留した税収で必要な支出を賄うというシステムである｣と論じていた｡
これで､従来の中央政府が財政収支のほとんどをコントロールする財政制度と比べ､
地方政府が財政収入の一部を保留できるようになり､財政権が一部地方-移譲される
ようになった｡財政請負制が実施されるにつれ､財政権を与えられた地方政府は財政
収入の増加や財政資金運営の効率性などに対し､積極的に取り組むようになった｡政
府主導である計画経済体制下で､このような地方政府の増収努力は地方の経済成長
を促進する直接的な力になり､地方の経済活性化に貢献したと評価されている｡
しかしながら､財政請負制による地方経済の活性化は､財政権の地方-の過度の
分散をもたらすものであった｡政府は企業の事実上の経営者であるという計画経済体
制が維持されているなか､多くの地方政府は財力をできる限り自らの地方に貯めるた
め､最低限の請負基準さえ達成すれば､徴税余力があっても減免措置により資金を
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企業に残し､隠し財源として使用していた｡
更に､請負制時の徴税システムの下では､中央システムの徴税は地方政府の徴税
システムに依存しているため､地方政府は中央政府に対し､不実な行動に出ることは
可能であった｡
(図5-1)に財政請負制時の財政システムと日本の財政システムの比較を示した｡日
本の財政システムでは､租税収入の大半はまず中央政府に入り､その後､地方交付
税の形で地方政府に配分されるが､それに比べ､中国の財政システムでは､租税収
入の大半はまず地方政府に入り､その後､上納という形で中央政府に入る｡このような
徴税システムの中では､地方政府は自らの財政力を向上させるため､中央-の上納
分をできる限り少なくすることが可能であった｡
(日本)
国　民　経　済
直轄事業負担金
地方費としての支出
)
国　民　経　済
(中国)
国　民　経　済
<歳入段階>
中央-の税･利潤
地方-の税･利潤
地方債1
地方保
留歳入
中央歳出
貧困地方
-の補助
<支出段階>
国　民　経　済
図5-1　中国(財政請負制時)と日本の財政システムの比故
山所:南部(1991)より引用
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Ⅱ都財政調整制度　集5幸地域格差に対する財政制度･改革の推
1-ト2財政請負制の間鳥点
財政請負制に下記に問題点が存在する｡
･　中央政府財政の弱体化
1980年代以降､中国は持続的な高度経済成長を続けてきた｡ 1980年から1990年に
かけて国内総生産の年平均成長率は9.5%に達した｡しかし､高度経済成長は国家の
財政収入の拡大につながらなかった｡
表5-1　財政収入の比率と財政収入対GDP比率
年 俥?ﾘ??ﾉNB３?俥?ﾘ??ﾉ?tE?Izb?R?
中央 ?饑ｲ?
1978 ?R經"?4.48 ??"?
1980 ?B經"?5.48 ?R縒?
1985 ?ゅ3?61.61 ?"紕?
1989 ????9.10 ?R繧?
1990 ?2縱?66.21 ?R繧?
1991 ?偵s?70.21 ?B綯?
1992 ?ゅ??1.88 ?2??
1993 ?"?"?7.98 ?"綯?
1994 鉄R縱?44.30 免ﾂ??
1995 鉄"?r?7.83 ??r?
1996 鼎偵C"?0.58 ???
1997 鼎ゅ??1.10 免ﾂ綯?
1998 鼎偵S?50.50 ?"綯?
1999 鉄???8.90 ?2纈?
2000 鉄"??47.80 ?R??
2001 鉄"紊?47.60 ?b繧?
2002 鉄B纉b?5.04 ?ゅ?
2003 鉄B緜B?5,36 ?ゅR?
2004 鉄B纉B?5.06 ?偵2?
2005 鉄"??47.70 ?r??
2006 鉄"繝?47.20 ?ゅB?
2007 鉄B??45.90 ??b?
出所: ｢中国統計年鑑｣各年版より作成
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｢財政収入の対GDP比率｣をみると､ 1978年改革開放開始時点での31.24%から
1993年の12.56%に著しく低下した｡そして｢中央政府財政収入の対財政収入比率｣も
低下の一途をたどっており､ 1985年の38.39%から1993年の22.02%に下がった(表
5-1)｡
中央政府の財政力弱体化に際して､ 1980年代末から1990年代始めにかけて､中
央政府は二度にわたって地方政府に｢債務｣を負い､かつその｢債務｣はその後まった
く返済されなかった｡ 1980年代初頭､ ｢大包幹｣31制実施の後約1年後､中央政府は財
政支出を維持するために2年続けて地方政府から借款を行った｡そして､ 1980年代半
ば､中央政府は｢エネルギー･交通基金｣の名目で地方政府から約100億元の資金調
達を行った｡また､ 1989年､財政がさらに逼迫した中央政府は､今度は｢予算調整基
金｣の名目で地方政府から従来の5%の上乗せを行い､増収を果たしたのである｡
｢分税制｣実施前の1993年上半期､中央政府の財政は窮迫の頂点に達した｡食料
買付補助金､国家重点プロジェクト資金､重点国有企業の流動資金などあらゆる面で
｢資金不足｣を訴えることになった｡それ以前には､財政部は資金難の時期には銀行
から借り入れを増やして対処してきたが､当時の金融･財政政策の責任者である末路
基副首相は財政がいくら困っていても､銀行から｢余剰借入｣をしてはならないと明言
した｡そして､ 1993年7月23日の｢全国財税会議｣で､朱鋒基元副首相は財政改革なし
では､ 2000年以前に中央政府の財政は必ず破綻すると発言したのである｡
｡　地方政府の｢投資行動｣による経済の過熱および過剰投資
国有企業の管轄は縦(｢条々｣､各レベル政府)と横(｢塊々｣､各産業の主管部門)
に分けられ､それぞれの｢条々塊々｣は自らの利益の獲得を目指して行動した｡結局､
政府主導型の過剰投資は､ 1993年の中国経済過熱を招いた｡
31 ｢大包幹｣ :ワンセット請負制を示す｡
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｡　地域封鎖や地域保護主義
これは生産･流通分野での全国規模での統一市場の形成を阻害した｡例えば､
1993年当時､地域間の｢羊毛戦争｣､ ｢綿花戦争｣などの競争が強烈に展開され､後に
は｢諸侯経済｣と称された｡
｡　公平性の問題
各種の請負制のなか､地域間のばらつきが大きく､公平性の問題が浮上したという
ことである｡北京､上海､天津など3直轄市の中央政府-の財政面での貢献が最も大
きいのに対して､ほかの省はずいぶん低い数値である｡
ト2権威主導型の分税制
1-2-1分税制の枠組みと共有税-の転換
1990年代に入り､中国は市場経済の道を歩み始めた｡財政請負制に伴って現れた
国家財政力と中央財政力の低下の問題を解決し､また､市場経済体制に適応する財
政制度の構築を目的とし､ 1994年より分税制が実施された｡これは､中央と地方の個
別協議で決められていた中央･地方間の多様かつ複雑な請負方式(地方上納方式)
を取りやめ､全国統一の中央･地方間財政収入の配分方式の導入を目指したもので
ある｡
具体的内容は以下である｡
｡　中央政府と地方政府の間に､事務権限と財政支出の範囲を区分する｡
｡　中央政府と地方政府の収入区分を定め､分税を実施する｡
具体的には､ 24の税目(その後28に増加)を中央税32､地方税33および中央地方共
有税34の3つに分けられた｡
32中央税:主なとしては増値税(付加価値税) ､企業消費税､消費税など｡
33地方税:教育付加税､文化事業建設税､印花税など｡
34中央地方共有税:増値税は中央対地方が75%および25%であり､ 1994年の段階では､個人所得税はそれぞれ
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｡　規範性のある政府間財政移転制度を制定する｡
従来の｢定額補助｣35､ ｢特定項目の補助｣36および｢地方上解｣37など以外に中央政
∫
府の財政収入増加分に応じて地方政府-の1 : 0.3の係数で一定の額を返還する制度
が設けられた｡
｡　新しい予算編成制度と資金調達規則を実施する｡
これは｢1級政府･ 1級予算｣制度を通じて､予算のハード化を果たすことを意味す
る｡
｡　国税と地方税に対する｢分離管理｣体制を作る｡
中央･地方間財政収支の流れにおいては､中央税は地方政府を経由せず､直接国
税と地方税に対する｢分離管理｣体制を作ることである｡そのために､国税と地方税の
徴収機構をそれぞれ作成する(｢中央地方共有税｣については国税機関がいったん徴
収し､そのあと地方政府分を返還することになる)｡
国家税務局が徴収するようになり､財政請負制時の中央政府の徴税が地方政府に
依存するという状況は大きく改善された｡地方政府が窓意に該当地域で税の減免措
置をとることもできなくなり､中央財政権を強化する仕組みが形成されたと言える｡
一方､地域間格差を調整する鍵となる中央財政力について､その指標である財政
収入総額に占める中央財政収入の割合は､分税制前の1993年の22.0%から､実行直
後の1994年には55.7%まで跳ね上がり､その後一貫して50%前後のレベルを維持し
ている｡これで中央財政力は強化されたようである｡
60%および40%であって､その他営業税､資源税などが含まれる｡
35 ｢定額補助｣ :中央から地方に一定額の財政補助を行う(毎年10%ずつ逓増)0
36 ｢特定項目の補助｣ ‥基本建設や社会保障など支出の目的を特定して給付されるもので､日本の財政では国庫
支出金にあたるものである｡
37 ｢地方上解｣ :予め決められた金額を上納する｡
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表5-2　1994年と2008年中央税､地方税と共有税の範四･分配割令
1994年 ??吋闌為?
中 央 税 唸?N?R?消費税 
･関税 唸ｭi??
･輸入品の増値税､消費税 唳t?ﾉV?ﾉ?&ﾉ?H?N?R?
･中央企業所得税､地方銀行と外資銀 唳(h匣ｮ仂h?;?ZI&饑ｸｾ(ﾗ8,h､??"?
行および非金融企業の所得税 ･鉄道部門､各銀行本店､各保険会社 俎8*?h-???ｨｮ仂h,ﾈ?;?R?59;兀InZHｦXｾ(ﾗ9gｹ5芥ｦY]ｸﾊ???
本店が上納する税金(営業税､所得 冏ｹ5?ｨ?Eｸ+x.?Xｾ??ｼi?H?;?ZB?
税､利潤と都市維持建設税､中央企 凉引?i78?査鰄ﾉｩ??I(h匣ｮ仂h?Eｲ?
業上納利潤) 凉引??
･輸出還付税 唸鋹{ﾈﾗy?ﾉ??
地 唸?ｼi???,??韆yw?R?城鎮土地使用税 
･都市維持建設税 唳78?査鰄ﾉｩ???
･車両船舶使用税 唸鋹{ﾉ?IX諍w?R?
･農業税(農牧業税､農業特産物税､ 唳E?i?闇??ZHﾖｹ&?駅?ZH+ﾘ,??
契約税､耕地占用税) ?R?
･土地増値税 唳7? ﾙ&ﾉ??
方 税 唳W9:韃?R?鋹{ﾈﾗy?ﾉ??ﾙ?ﾉ7?騁ﾈ?諍w?ｹ?ﾂ?ﾌ)??;?R?6ｨ膾???蝌,h?u?R?ﾌY.磯??ｨ?_ｸﾏﾉ+)???不動産税 
( 中 唳?&ﾉ?ゴ?｣S??･増値税(75%:25%) ･証券取引印花税(50%:50%) ･資源税(資源によって分割する比 率が異なる､海洋石油資源 は中央 税とする) 唸?ﾉH竧処?扞?ンrS｣2R?
共央 有: 勍資源税 
税地 方 ヽ■一■′ 勍企業所得税(60%:40%) ･個人所得税(60%:40%) ･輸出遼付税(92.5%:7.5%) 
出所:国家税務総局｢中国税務年鑑｣各年版より作成
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ところが､分税制は税返還制度と併用で実施されたため､実質的に中央財政力を
向上させたとは言えない｡ここでの税返還制度というのは､中央政府が分税制導入に
あたって､財政収入が減少することに抵抗する地方政府に配慮し､地方の財政収入を
保障した妥協的な制度である｡具体的には分税制導入直前の1993年の収入額を基
数に､地方政府の収入がそれを下回らないよう､中央から税収が返還される｡馬
(1997)によれば､中央税返還の金額は中央から地方-の財政移転総額の60%以上
占めていた｡
1 4000
1 2000
1 0000
8000
^5　6000
4000
2000
0
- ? ?
I □財政収入 ?ﾈﾞ?ﾘ轤?o 
■■ ? 
千 ??
上海　　北京　　天津　重庚　　四川　　貴州
図5-2　2008年全国上位三省と下位三省の-人当たり財政収入と財政支出の比故
山所: ｢中国統計年鑑｣2009年版より作成
更に､税返還の算定基準は財政力の強い地域に極めて有利であった｡分税制実
施当初､各地域-の税返還逓増率は当地域前年度税収返還額に､全国平均の増値
税と消費税の逓増率を加重したものだとされていたが､全国平均値をとることは平均
主義なやりかたであるという地方の意見を受け､翌年の1995年に､税収返還逓増率の
算定基準は各地域前年度税収返還額に当地域の増値税と消費税の逓増率を加重し
たもの-変更された｡結果的には､もともと財政収入が多く､税収の伸びも高い豊かな
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地域に対し､より多くの財政移転が行われることとなった(王振字､ 2006) ｡
分税制実施後､財政収入総額に占める中央財政収入の割合は会計上2割弱から5
割台-と大きく上昇したが､その多くは地方-無条件に返還されたため､支出ベース
では､ 2001年財政支出総額に占める中央支出の割合は34.7%にしか過ぎない｡
分税制実施の一つの目的は中央財政力の向上を通じて､それによる地域間財政
再分配機能を強化することであるが､この目的を達成できない状態が続いた｡
地域間財政力格差が中央財政により是正されていれば､支出ベースでは､地域間
における一人当たりの財政支出に大差は見られないはずである｡
(図5-2)で示した2008年の全国上位三地域と下位三地域の財政収入と財政支出の
比率で､明確に確認できるように､財政収入の高い省ほど財政支出も多い｡各省の財
政収入の格差が直接的に財政支出に反映られている｡中央財政による調整は行って
いるものの､十分機能していない｡
中央政府は､中央収入の対全国収入比を高めるという目標が達成のため､色々調
整を行ってきた｡
1995年5月10日から､証券取引印紙税率を3%から5%-引き上げて､その後､ 4%
に調整した｡また､中央と地方の証券取引印紙税の配分率は､ 50:50から80:20に変
更され､中央のシェアは高くなった｡
また､営業税は地方税であるが､ 1998年1月1日から､金融保険業営業税率を5%か
ら8%に引き上げたと同時に､引き上げた3%は中央に配分されることもあった｡
中央歳入の対全国歳入比は､2001年までに52%に止まっており､なかなか上がらな
いため､2002年に所得税(企業所得税と個人所得税)の配分改革が行われた｡
2001年1月に公表された企業･個人所得税に関する｢中央･地方政府税収配分基
準｣によって､2002年1月1日からは地方税から中央と地方の共有税-と改革した｡
2001年12月に｢国務院の所得税を分かち合う改革案を公表することに関する通知｣(
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国発[2001]37号)ではさらに具体化されている｡その具体的内容は次のとおりである｡
(1)運輸･郵政･四大国有商業銀行･三政策銀行･海洋石油ガス企業の法人･個人所
得税は中央財源とし､残りの所得税は共有財源とする｡
(2)共有財源の配分比率は2002年が中央:地方-50:50､ 2003年が60:40､2004年以
降は再考する｡
(3)中央政府の財源増加は中西部地域-の移転支出に充当する｡
(4)新規登記企業の徴税管理は国税局へ移管する｡
(5) 2001年を基準として､改革案の共有範囲と配分比率に応じて計算して､2002年か
ら地方に配分された所得税の実額は､前年度の実際の所得税収入より少なけれ
ば､足りない差額は､中央財政から｢所得税還付｣として､地方に還付する(還付額
は2002年に597億元､2003年に898億元)｡地方に配分された所得税の実額は､前
年度の実際の所得税収入より多ければ､超過した税額は､地方財政から中央財
政-上納する38｡
なお､2002年9月に､国務院の公文書である国発[2002]18号によって､中国石油･天
然ガス株式有限会社(ペトロチャイナ)､中国石油化学工業株式有限会社(シノペック)
の所得税を2002年1月1日から中央収入と暫定した｡
しかし､2007年から中央の構成比は54.1%で横ばいになることを考えると､55%を守
ることが困難になりそうに見える｡57%の集権化目標達成どころか､55%を守るため､新
たに共有税の税目をさらに増やす可能性はないとはいえない｡ところが､所得税配分
改革が完成した2003年には共有税の構成比はすでに50%を超えたので､共有税をさ
らに拡大すると､分税制の意味を失うことを意味するだろう｡現在､地方が持っ税目の中
で､構成比が10%以上なのは営業税(13%)しかない｡
所得税(企業所得税と個人所得税)の配分改革によって､2002年に中央歳入の構
ニーR ｢2009中国税務年鑑｣国家税務局
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成比は55%に急に上昇した｡所得税(企業所得税と個人所得税)の配分改革をもたら
す要因は､近年､所得税の地方分が急速に増加してきたことである｡企業所得税(日本
の法人税に相当)は､中国の税収総額では2番目の税目である｡そこでは､地方のシェ
アは1994年の41%から2001年の64%に上がってきた｡
個人所得税(日本の所得税に相当)は､1980年に徴収を始めたとき､16万元に過ぎな
かったが､2001年に995億元に達し､消費税を超え､中国の税収総額では4番目の税目
となった｡また､そのうち､地方のシェアはずっと70%以上であった｡いうまでもなく､所得
税(企業所得税と個人所得税)の増大は､中央歳入の対全国歳入比が上がらない要
因となる｡
2008年1月1日から外資企業と内資企業に対する企業所得税が統一されるようにな
り､この企業所得税制改正により､従来外資企業に認められていた優遇税制が解消さ
れた｡しかし､所得税改革が行われたことで､中国の税収総額では共有税のシェアは
60%を超えていることになって､分税制の意味を失ってしまうことを意味するだろう｡
なお､中国の税収総額では3番目の税目である営業税はまだ地方税であるが､今後
中央歳入の対全国歳入比を高めるため､共有税に変更することに意味があるものは､
選択肢としては営業税しかない｡もし､営業税も共有税に変わったら､中国の税収制度
は共有税制度に移行したといえる｡
1-2-2主要税目の税制･課税標準･税率とGDP成長
中国は税制面で日本と違う点も多い｡企業所得税(日本の法人税)のしくみや､日
本にはない課税制度など違いは多々ある｡
｡　企業所得税
日本でいう｢法人税｣を､中国では｢企業所得税｣と呼ぶ｡総収入から原価費用や損
失を控除した純利益に対して課税される面では､日本と同じである｡ 2008年前には課
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税所得に対しての税率は33%であったものの､ 2008年の企業所得税改革により25%
に引き下げられた｡これは､最近引き下げられた日本の法人税率よりも約10%低い水
準である｡また､企業の規模や資本金などに比例して課せられる外形標準課税はない｡
利益の少ない中小企業やハイテク企業などには､税率が優遇される｡例えば､従業員
人数が80人以下､資産総額が1000万人民元以下のサービス業の場合は20%､国が
重点的に援助する必要のあるハイテク企業は15%になっている｡また､経済特区や上
海浦東新区内などでは､業種によってはさらに優遇されることもある｡または､中国国
内に機構､拠点を設置していない場合､もしくは機構､拠点を設置しているが所得は
機構､拠点と実際の関係がない場合､源泉所得は企業所得税の10%徴収される｡
表5-3　主な税制と税率(2011年現在)
所得税 舒仂h?;?R?5% 
個人所得税 迭ﾓCRX,ﾉ}ﾙ?攣??
流通税 ?9wI??%(一部例外あり) 
増値税 ?rR?ｩYI~???ｒ?
山所: ｢中国税務ネット｣より作成
｡　個人所得税
課税対象者は､ 1年間(1月1日～12月31日)のうち滞在日数が183日を超えた場合に､
課税権が発生し納税義務が生じる｡ただし､中国で高級管理職の地位にある場合､ま
た日本で役員の地位を有している場合は､国外勤務も含めて中国での個人所得税の
申告･納税義務を負うことになる｡なお､課税対象となる外国人は､税務局対外分局で
個人所得税の税務登記をする必要がある｡個人所得税の納税義務者が､その企業に
属しているかどうかにかかわらず源泉徴収義務が生じる｡例えば､日本の親会社と中
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国の子会社と両方から給与が支払われている人の場合､親会社から支給される額も
源泉徴収の対象となる｡
｡　営業税と増値税
営業税は､一般サービスの提供をはじめ無形資産の譲渡､不動産の販売などを行
った際に課せられる税金であり､日本の税で言えば､消費税の一部に当たるものと考
えられる｡
一般的なサービスの場合は5%､運輸･建築など3%と増値税より低く､娯楽性の高
いサービス(クラブやバー､ゴルフ､ボーリングなど)の場合､税率は20%となる｡
表5-4　個人所得所得税の税率(2011年現在)
手取り額(人民元) ?Yzb?ｬ算控除額 
～475 迭R? 
475-1,825 ???5 
1,825-4,375 ?RR?25 
4,375.-16,375 ???75 
16,375-31,375 ?RR?,375 
31,375-45,375 ???,375 
45,375-58,375 ?RR?,375 
58,375-70,375 鼎??0,375 
70,375- 鼎RR?5,375 
山所:中国進山ナビ｢税制に関する基礎知識｣
(http://www.chu-59.com/point/detailO2.html)より作成
これに対し､増値税は売上税額から仕入税額を差し引いた金額(付加価値)に税率
を乗じた金額を納付し､消費者が最終的に負担するしくみになっている｡日本の消費
税と同様であるが､しかし､中国では固定資産の仕入税額の控除は認められていない｡
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また､企業の生産コストに算入される減価償却についても増値税は生じる｡
これらを踏まえた上､税収伸び率を名目GDP成長と比較してみた場合(表5-6)は､
税収伸び率が名目GDP成長率よりも高い水準である｡その中､増値税と営業税の伸
び率が近年になってやや下がっているものの､企業所得税の伸び率が依然として高
いものである｡
表5-5　営業税と増値税の違い(2011年現在)
項目 ?9wI??搨l税 
課税対象取引 納税義務者 ?hﾙ???X攣?5H?7(5?ﾉ/?ⅲ??総蒼烽ﾅ物品販売､加工､ 
無形資産の譲渡.貸付､ 不動産販売 做9yﾒ饋(?,ﾈ5H?7(5???
税率 仂h顗,??jC2ﾓ#??7% (一般サービスは5%､運輸.建築 忠E?h,?x自YH,ﾓ?ZIt??ﾒ?
などは3%､娯楽は20%) ?R?
仕入税額控除 丼?h,?R?ｴ則可能営業税の課税対象サー ビスなどに使用される物品購入.課 税役務については控除できない 
山所:中国進山ナビ｢税制に関する基礎知識｣
(http://www.chu-59.com/point/detailO2.html)より作成
近年全国の不動産開発投資が引き続き増加を維持し､建築材料業､建築業など関
連している業界の企業収益は高く､所得税の伸び率が大きかったと考えられる｡これ
を直接中央政府の財源の増加につながるものとして取られることができる｡
1999年代末から地域格差是正が重要な政策課題になり､財政調整機能を高めるた
めにも中央財政のウェイトをも目標達成に向けて高めることが求められた｡ここで注目
したいのは､中央政府の財源増加は内陸部-の移転支出に充当するとされたことで
あり､地域格差是正という政策課題と密接に結びついた改革であることである(町田､
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2011)｡
表5-6　税収伸び率とGDP成長率の比故(%)
年 ?ﾙ???搨l税 ?9wI??驪ﾆ所得税 冖ﾉm､tE?ﾉ+yzb?
1991 澱??.6 湯紕?.1 ?b縒?
1992 ??2?3.7 ?b繧?1.4 ?2綯?
1993 ?偵?53.2 鼎b縒?5.9 ??"?
1994 ??R?13.4 蔦3?b?.4 ?b紕?
1995 ?r繧?2.7 ?偵"?4.0 ?b??
1996 ?B紕?3.9 ??b?0.2 ?r??
1997 ?偵"?0.8 ?R繧?0.5 免ﾂ??
1998 ?"絣?0.5 ?ゅ?-3.9 澱纈?
1999 ?R??.0 迭纈?12.3 澱??
2000 ?r繧?7.3 ?"??3.2 ??b?
2001 ??b?7.7 ??R?63.2 ??R?
2002 ?R??5.3 ?ゅr?7.2 湯縒?
2003 ?2絣?7.1 ?b??5.3 ?"纈?
2004 ??r?4.6 ?R纈?5.5 ?r縒?
2005 ?偵?19.7 ?ゅ"?5.0 ?R縒?
2006 ???18.5 ??"?1.7 ?r??
2007 ???21.0 ?ゅ2?4.7 ?"纈?
2008 ?ゅ?16.3 ?R纈?7.3 ?ゅ?
出所: ｢中国統計年鑑｣2009年版より作成
1-2-3分税制の主な問題点
現行の｢分税制｣は､ 2010年時点､実施開始から17年目に入ったことになる｡それは､
改革開放以来最も長く続いた財政制度であることを意味する｡しかし､実施された分
税制にはまだ問題点が多く残っている｡これは漸進的な改革ゆえに､時代の変換がも
たらした問題とも言える｡ちなみに､制度の進化が求められる｡
｡　省以下の地方政府における｢財政権｣と｢事務権｣の非対称性
それは､省以下の地方政府の間では財政権と事務権限についてその枠組みが決
定されていないということである｡そして､上から下まで｢権威主義｣のもとで決められた
分税体系は結局権力に優る上位政府が下位政府の財政権を奪う結果になる｡この財
政権と事務権の非対称性の問題は低いレベルの政府ほど深刻である｡すなわち､財
政権が上-集中するに対して､事務権限は下-転嫁する傾向が顕在化したのである
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(図5-3)｡
｡　税目の区分に関する変動に伴う地域政府の財政悪化
ここでいう地方政府の財政悪化の主な原因は従来の中央政府対地方政府の垂直
な｢権威主義｣構造に変わりがないことである｡
基礎政府における｢財政権｣と｢事務権｣の非対称性 
図5-3　権威主導型の｢分税制｣の特徴
出所:筆者作成
本来の地方政府の収入であった一部の税目が地方政府の収入から除かれることな
り､またその上､従来地方税の範囲であった13種類の税が実際には(例え:土地増値
税､家畜解体税､宴会税､相続税など)まだ検討の段階であり､主要な地方税の税目
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は営業税､不動産税､契税などである｡
表5-7　中央政府と地方政府の財政収入および財政支出状況
年 冰ﾈ蟀>??ﾘ??ﾃ3?剽¥算外財政収入40 劔uﾈ螽､??ﾘ??ﾂ?予算外財政支出 総額 ?h甸?n方 ?ﾘｧ｢????饑ｲ?漉??h甸?n方 ?ﾘｧ｢????饑ｲ?
(億元) 儂Izb?范ｦ 宙壓ﾋ2?比率 儂Izb?億元) 儂Izb?范ｦ 宙壓ﾋ2?比率 儂Izb?
(%) 忠-?????鶴) ?鶴) 忠-??３?(鶴) 
1982 ?#?3?28.6 都?B?230.00 鉄2??7.0 塔?縱?33.7 田b??34.50 ???69Ll 
1985 ??"繝?38.4 田?b?004.30 ?偵r?0.3 ?S3???1.6 鉄ゅB?375.00 鼎??59.1 
1986 ??"??36.7 田2??204.91 ?C?62.1 ?s3r??41.2 鉄ゅ?1578.37 鼎?b?9.4 
1987 ??偵3R?3.5 田b絣?262.18 ?r紕?2.6 ??ゅ??0.8 鉄偵"?840.75 鼎?2?9.7 
1988 ?3Sr?B?2.9 田r??491.21 ?2纈?6,1 ?3c?sr?8.4 田?b?145.27 ?偵2?0.7 
1989 ?ccB纉?30.9 田偵?2823.78 ??R?8.5 ?cSゅ??0.3 鉄偵r?503.10 ?偵?61.0 
1990 ??r??33.8 田b??083.60 ?"綯?7.4 ?s?緜B?9.6 田?B?707.06 ?ゅ2?1.7 
1991 ??偵C?29.8 都?"?386.62 ?"??7.8 ?#C2??42.6 鉄tﾃB?092.26 鼎??59.1 
1992 ?C??r?8.1 都??3742.20 ??2?8.7 ?ゴB纉"?4.3 鉄R縒?649.90 鼎2綯?6.4 
1993 鼎3C偵??2.0 都ゅ?4642.30 ?ゅ2?1.7 ?C3"經?17.2 塔"繧?314.30 ?R??4.9 
1994 鉄#???55.7 鼎B??792.60 ??2?7.7 ?ツ"經?15.2 塔B繧?710.40 ?2??6.8 
1995 田#C"??52.2 鼎r繧?823.70 ?偵"?0.8 ?C?經?13.2 塔b繧?331.30 ?R??4.9 
2000 ?33迭?2?2.2 鼎r繧?5886.50 ?B縒?5.3 ??b紊2?.5 涛2絣?529.01 澱??4.0 
2001 ?c3ッ?B?2.4 鼎r綯?8902.58 ??R?9.5 鼎3???8.1 涛??3850.00 澱縒?3.3 
2002 ?ン?緜B?5.0 鼎R??2053.15 ??r?9.3 鼎Cs偵??.8 涛?"?831.00 澱繧?3.2 
2003 ????R?4.6 鼎R紕?4649.95 ???69.9 鼎Scb繝?8.3 涛?r?156.36 途纈?2.1 
山所: ｢中国統計年鑑｣各年版より作成
39予算内財政収入について①財政収入には財政移転を含まない｡ ②財政収入に債務収入を含まない③2000年
より前は国内外債務返済および利子支払い､そして､国外借款による基本建設支出などを含まない. (む2000年
以降は国内債務の利子支払いを含む｡
40予算外財政収入については①1993年～1995年と1996年の予算外資金収支範囲に調整が行われ､それ以前の
各年と異なる｡ ②1997年から､予算外資金には｢政府型基金｣を含まない｡そしてそれ以前の年とも単純比較は
できない｡
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それ以外に最初に決められた地方税は共有税-変わる傾向が認められる｡例えば､
所得税は従来地方税だったが､ 2002年から中央地方共有税-変わった｡当時は増値
税､資源税､証券取引税の3種類しかなかったものの､ 2006年には12種類に拡大され
た｡また､共有税が全国税収総額の当時の55%から2003年には70%まで増大した｡
(表5-7)で明確にわかるように､中央政府の財政収入が予算全体の収入に占める
比率が上昇する一方､支出に占める比率が低くなる傾向がある｡すなわち､中央政府
による財政集権の目的はほぼ達成されたようにみえる｡
そして､地方政府は財政支出を行う際に､中央政府からの財政移転に頼らざるを得
なくなったのである｡ 1993年の中央政府の全国に占める財政収入比率は22%から
1994年に55.7%まで上昇したが､その後50%台で推移している｡同時に｡地方政府は
60%から17%-急激に低下している｡そうした垂直型の財政権を奪った結果､農村地
域の県政府や郷･鎮政府の財政自給率を益々悪化させた｡
さらに､財政支出の範囲と公共サービス供給責任が食い違う現象が誕生し､これは
すなわち､財政権限の上方-移動と上方政府が供給すべき公共サービス義務の下方
-の移動である｡
それに､赤字経営の国有企業の管轄権が下方政府にゆだねることになり､下方政
府の新たな荷物になったものの､中央政府から時に応じて政策が打ちだされて(例え
ば､公務員の給与の引き上げなど) ､財政的支援がないまま､地方の財政負担がさら
に拡大する結果につながることになった｡
第2節　都市･農村間財政支出格差の実態
都市と農村との間の格差は単に所得水準だけの問題ではない｡インフラや各種の
公共サービス､更には貧困対策などの制度面でも､都市部と農村部との間で異なる制
度が採用されており､両者の間には大きな格差が生じている｡黄･Deepak(2003)では
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省政府の1人当たり財政支出の格差が分税制導入以後､拡大していることについて言
及しており､ 1999年では､最高の省と最低の省との間で､歳入で8.2倍､歳出でも3.7倍
の格差が生じていると指摘している｡また､朱･質等(2006)では教育や医療衛生等の
サービスをめぐる都市･農村間の財政支出水準の格差について指摘している｡それに
よれば､ 2001年における生徒1人当たりの財政支出額をみると､小学校の場合､農村
部は都市部の約59%程度の水準となっている｡校舎等の基本建設支出だけを取り出
した場合にはその値は約40%､うち政府予算内支出に限定すればその値はさらに
29%にまで落ち込んでしまう｡中学校についてもほぼ同様の状況となっている｡
また､人口1人当たりの衛生費支出を都市部と農村部とで比較した結果についても､
2000年では都市は農村部の3.62倍の水準となっていることが示されている｡
このほか､教育をめぐる地域間格差について､蘇(2003)では､ 1998年における6つの
省の財政支出を比較した分析を行っている｡普通小学校における児童1人当たり教育
事業費支出をみると､ 6省のうち､沿岸の広東省が約527.38元､内陸の貴州省が210.
92元と2.5倍もの開きがある｡また黄(2003)では2000年における児童一人当たり初等
教育費の省間格差(直轄市と自治区を含む)について､最高の省と最低の省とで10.6
倍もの格差があると指摘している｡
このように､公共部門を通じた基盤整備やサービス給付のための財政支出にも大き
な格差が生じていることが､多くの研究で示されてきた｡
こうした問題が生じた制度的要因として､これまでいくつかの指摘がなされてきた｡ま
ず､分税制導入以後の中央政府と地方政府との間における事務権限配分と財源配分
とのアンバランスの問題である41｡医療や教育などのサービスについては県の責任が
重要とされてきたが､教員の給与をはじめ､サービス提供にかかる支出を賄う十分な
11例えば岡(2006)では､ある省における省､市､県､郷鎮､各レベルの税収ならびに中央-上納する税額の推移
を分税制の前後で整理しているが､分税制導入により中央に納める税が増えた分､市および県レベルの税収が
減少したことを明らかにしている｡
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税財源が県などのレベルに適切に配分されてこなかったという指摘である｡さらに､各
級政府は事務権限を行使するために必要とする財源を下級政府からの上納等で調達
しようとすることから､下級政府にそのしわ寄せが行くことが指摘されている｡
この状況に対し､沿岸部などの経済発展のための環境が整った地域では､郷鎮企
業を立ち上げるなど､地方政府が積極的な投資を実施することが可能となる｡そして､
こうした各種事業を通じて利潤を獲得し､その資金をもとに､地域内で必要とされる
様々な生産基盤や生活基盤のための投資を行ってきたという側面がある｡江口
(2006)では､ある村の財政収入と支出の調査結果を紹介しているが､これによれば､
郷鎮企業からの収入や土地開発から得られた収入など､租税収入以外の収入が地方
政府を支えており､こうした｢財源｣が教育や医療衛生など各種の公共サービス提供に
大きく貢献していることが示されている｡
他方､工場等の立地に向かない地域では､こうした収入を確保することが出来ない｡
その結果､地方政府が農民から定められた租税以外にも各種の費用や労働負担を徴
収し､その負担が農民の生活を苦しめるものとなってきたことが言われてきた｡
また､多くの農民は都市部に出稼ぎに行き､現金収入を獲得しなくては､医療や教
育等のサービスを受けられない状況に置かれているという問題も明らかになっている｡
さらに近年では､地方政府が､新たに製造業やサービス業の企業立地を推進する目
的で､農民から土地を奪い､農民の了解を得ないまま開発を進めてしまい､農地を失
った農民が行き場を失ってしまうという問題も各地で指摘されてきた｡
こうした状況のもとで､中央政府による地方-の財政移転を拡大し､権限に見合っ
た財源を確保できる体制を整備することや､農民の負担を引き下げること､さらには地
方政府が乱開発を行い､農民から土地の使用権を収奪することのないよう､一連の体
制改革が進められてきたことが知られる｡都市住民のみならず､農民の所得もともに向
上することを目指すとともに､農村地域におけるインフラ整備や公共サービスの提供に
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向けて､財政体制を整備することが目指されていると言える｡
第3飾　中央政府の取り組み
経済発展に伴って生じた都市･農村間の格差是正や農民の地位向上-の対応は
政府の最重要課題の一つとして取り上げられていた｡
2002年の第16回共産党大会では｢工業が農業を､都市が農村を支援する｣という方
針が打ち出され､翌2003年の農村工作会議では｢多与､少取､放活｣ (多く与えて少な
く取って､活性化させる)という方針が打ち出された｡ 2004年には農業･農村政策が｢一
号文件｣として取り上げられている｡ 2004年には｢三減免､二補助｣ (農業税･タバコ以
外の農業特産税･牧業税の減免､食糧生産農家-の直接支払､良種･農機具購入に
対する利子補給など)が実施され､ 2006年には､わずかの例外を除いて､農業税が廃
止された｡また2005年に打ち出された第十一次五力年計画では｢社会主義新農村建
設｣が掲げられ､生産発展､生活寛裕､郷風文明､相客整潔､管理民主の理念に基づ
き､各種の政策対応が求められることとなった(徐､ 2007)0
様々な費用負担や労働提供については廃止､縮小されていけば､農民の負担は軽
減されるが､そのままでは地方の収入には穴が開いてしまうことになる｡これに対して､
財政部は｢農村税費改革中央対地方転移支付暫行新法｣を制定し､ 2001年より､農村
税費改革による歳入減については､中央政府が財政移転により補填を行うこととした｡
中央政府は2004年に農業税減免政策を打ち出し､その年より税率を毎年1%ずっ
切り下げ､ 5年以内に農業税および農業税付加の徴収を停止するというものである｡こ
れと同時にタバコ以外の農業特産税についても廃止することとした｡税率引き下げに
よる減収分については､沿海地域の省では自前で解決するものとし､主要食糧生産
地区(省)と中西部の地区(省)については中央政府からの財政移転支出により補填
することとした｡
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さらに､一定条件の地区については更なる税率引き下げや農業税の免除が認めら
れた｡その結果､ 2004年には吉林､黒龍江､上海､北京､天津､漸江､福建､チベット
等の8つの省(直轄市､自治区)で農業税が取消しとなり､湖北省を含めた12の食糧主
要生産地区(省)で税率の3%引下げ､残る11の省で1%の引下げとなった｡中央政府
は510億元の財源を､地方の減収分に充当するための財政移転支出金として用意し
た｡その後､ 2005年1月には大半の省(直轄市､自治区)で農業税の取消しが宣言さ
れ､ 2005年12月29日､第10回全国人民大会常任委員会の第19次会議において2006
年1月1日から農業税が廃止されることが決まった｡
中国において､農業税は2600年間にわたって課せられてきた税とされ､その由来は､
紀元前594年､春秋戦国時代の魯国において交付された｢初税苗｣にまで遡るとされて
いる｡以後､封建時代には一貫して基幹税でありつづけ､新中国成立後の社会主義
建設においても､基幹的な税目として役割を果たしてきたという経緯がある｡ 1958年に
農業税条例が制定され､全国統一の農業税が施行されて以来､ 50年を経て､その廃
止が決定された｡
こうした一連の税費改革を通じて､農民の負担軽減には一定の効果があったことが
複数の文献で指摘されている｡しかしながら､朱･質等(2006) ､固(2006)などによれば､
地方政府の事務権限に見合っただけの中央からの財政移転支出の必要性､地方政
府内部での事務権限と財源配分のミスマッチの問題､複雑な4層構造をもっ地方政
府の非効率性-の対応､地域の公共サービスの供給水準と負担をめぐるガバナンス
(-｢治理｣)確立の必要性､など､更なる改革に向けて､様々な課題が指摘されてい
る｡
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結び
本章では､地域格差に対する財政制度改革の推移を確認し､それらの問題点を把
握した｡
従来は様々な問題があるものの財政請負制が財政収入の入口の部分で所得再分
配機能を果たしてきた｡しかし､分税制の実施によって､こうした機能が失われ､財政
の所得再分配は財政支出を通じた形態に限定される結果､地域間所得格差の抑制
に対する財政支出の役割はきわめて大きくなった｡一方､分税制のもとで､総財政収
入に占める中央政府の比率が上昇することから､中央政府の支出を通じた地域間所
得格差の抑制が期待できる｡
ただし､分税制の実施に伴う中央の取り分の増加は国有企業の損失拡大や行政機
関の肥大化によって拡大傾向にある財政赤字の穴埋めに使われることは必定であり､
財政支出面での合理化が行われない限り､中央政府の収入が増加しても財政全体と
しての所得再分配機能が低下していくことが懸念される｡
したがって､今後､中国政府にとって､再び拡大傾向にある地域間所得格差を大幅
に悪化させないためには､地域間の合理的な所得再分配メカニズムの構築および行
政改革等による中央政府の財政支出の合理化は不可欠となろう｡
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